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概要 

 

これまでのプラント事業におけるリスクマネジメントは、プロジェクトマネジャ

の経験やスキルに依存していて、体系化されていないのが現状である。実際、リスク

マネジメントプロセスモデルに関する文献を見ると、実プラントでの適用事例はそれ

ほど多くない。これは、プラントの場合、プロジェクトマネジャの経験によるところ

が多く、理論を実務に適用することが難しいとされるからである。プラント事業での

実践的マネジメント手法の確立は、今後のビジネス展開において大きな課題である。 

そこで、本研究では、プロジェクトマネジャの経験やスキルを明らかにし、解決

策としてリスクの特定、リスク軽減のためのモデル、リスク評価方法の標準化を提案

する。本研究で用いるリスクマネジメントプロセスモデルは、見積から現地調整完了

までのプロジェクトリスク、現地リスクを総合的にマネジメントする手法を基本とし、

プロジェクトマネジャによるリスクの一元管理と可視化のための実践的な手法を取

り入れている。さらに、リスクの可視化のための評価手法として重み付けによる簡易

的評価を用い、リスク抑制のためのリスク対策を組合せたモデルを適用することを特

徴とする。まず、リスクの可視化のための標準化手法としてプラント事業でのリスク

事象の一般化とリスク事象と影響の発生の重み付けによる簡易的リスク評価を提案

する。次に、リスク対策の評価手法としてリスク対策を組合せたモデルを適用して、

リスク対策の具体策から実行可能性の重み付けを行い、リスク対策の評価と実践的な

リスク対応計画を提案する。現地リスクの場合、リスク検知・回避の可能性と結果の

重大性軽減の可能性を取り入れた現地リスク評価モデルを提案する。 

本研究で提案しているモデルおよび標準化手法を使い、実プロジェクトでのデータ

を使って検証した結果、ベテランプロジェクトマネジャが行うリスク評価点の推移と

同じような傾向が見られた。これにより、リスク評価を可視化するのに有効であるこ

とが明らかとなり、リスクマネジメントの実践的手法としての有効性を確認できた。

また、リスク事象の一般化を行っているので、この手法はプラントの規模、現地工程

の余裕度、現地の地域性に関係しない。従って、モデルおよび手法の基本的な考え方

は汎用性があり、鉄鋼プラント設備の既設プラント更新以外のプロジェクトにおける

リスクマネジメントにも適用可能であると考える。 
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Abstract 

The risk management for the plant business has been replying on project 

managers’ skill acquired through experiences and is not fully analyzed, which is 

evident from the fact that few case studies are found in the literature of risk 

management process models concerning the real plants. It is difficult to apply a 

theory to practice in case of plant since many factors are attributed to the 

experience of project manager. Establishing practical management methods for 

the plant business is a challenge in the future business development. 

In this study we clarify the experience and skills of project managers and 

propose the risk identification, models for risk mitigation, and a standardized 

risk evaluation method as a solution. The proposed risk management process 

model forms a basis for comprehensive management covering site risks from 

quotation to the completion of commissioning. It also incorporates a practical 

method for the visualization and unified management of risks by the project 

manager. Furthermore, there are features such as a simplified evaluation for 

visualizing of risks by weighting, and a model of risks combined with 

countermeasures for risk mitigation. 

We propose firstly a generalization of the risk events in the plant business as a 

standardized method for the visualization of risk and a simplified risk evaluation 

by the weighting for the occurrence of risk events and their impacts. Next, we 

apply the model of combination with risk countermeasures as the evaluation 

method of risk countermeasures and perform the weighting of the feasibility by 

specific countermeasures of risk. 
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We also propose an evaluation method of risk countermeasures and a practical 

risk response plan. In case of site risk we propose model for site risk evaluation 

which has possibilities for risk detection and risk avoidance, which has 

possibilities for mitigation of severity of the results. 

In case of using the model and standardized method which are proposed in this 

study, the result which is verified by the actual data in the project is shown a 

tendency similar to the transition of risk evaluation point which is performed by 

veteran project managers. Accordingly, it is clear that it is effective in visualizing 

the result of risk evaluation, and we can confirm its effectiveness as a practical 

method for risk management. Further, since a generalization of the risk event is 

performed, this method is not related with the scale of plant, the margin of site 

schedule, the regionality of site. Therefore, it is considered that basic concept of 

the model and method has general versatility and also is applicable to risk 

management on project other than existing plant revamping of iron and steel 

plant facilities.
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第 １ 章 

序 論 

 
本研究では、既設プラント更新の国際プロジェクトを対象にプロジェクトリスク

を抑制するための理論モデルを構築し、プロジェクトマネジャの持つスキルや過去の

トラブル事例をもとにリスクを特定し、リスク分析・評価の標準化を行い、プロジェ

クトリスク管理の改善を図る。 

また、既設プラント更新の国際プロジェクトにおいて設備再稼働後の契約保証値

に関するリスクや現地でのプラント再立上げ時のリスクは認知されるべきものであ

り、契約の不履行を未然に防ぎ、顧客からの信頼を維持させるためにもリスクマネジ

メントは重要である。更新プロジェクトでは既設機能の復元もしくは改善に加え、現

地での工程通りの再稼働を達成することが最重要項目となっており、現地でのリスク

マネジメントは必要不可欠なものとなっている。 

従って、本研究ではプロジェクトを成功に導くためのリスクマネジメントとして

プロジェクトリスク管理の改善に加え、現地での工程通りのプラント再稼働を達成す

るための現地リスクマネジメントについても提案を行う。 
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1.1 研究の背景 

本研究を進めるに至った背景として、産業分野でのリスクマネジメントに対する

関心の高まりとプラント事業分野においてプロジェクトマネジャやサイトマネジャ

の経験知に頼った実践的手法に依存しているリスクマネジメントの現状に対しての

行き詰まり感がある。特に、プラント事業分野においては、鉄鋼プラントをはじめと

してグローバル化が進んできており、国際プロジェクトを遂行する上でリスクマネジ

メントの重要性はより大きくなっていると考えられる。また、最近の鉄鋼分野のプラ

ント事業では、成熟期に入り新設への設備投資が抑制傾向となり、既存の電気設備の

老朽化が急速に進んだこともあり、既存のモータ駆動装置や監視・制御システムなど

電気設備の更新を主体としたプロジェクトが急増している。このことは、図 1 に示す

鉄鋼プラント電気設備の動向からわかるように 1985 年を境に直流ドライブ装置から

交流可変速ドライブ装置への更新が始まったのをきっかけに海外での電気設備更新

プロジェクトが急増し、さらに 2000 年以降急増した海外での新設プラント（特に中

国での新設ラッシュ）の影響で 2010 年以降は海外での既設電気設備の更新プロジェ

クトが増加するものと予測される。ここで、更新の対象となる電気設備は主に老朽化

が進んだミルモータやドライブ装置、及び製品ライフサイクル（販売が 10 年、保守

が 10 年程度）から考えて更新が必要と思われるプラント監視・制御装置などである。 

直流ドライブ装置
(直流電動機)

交流可変速ドライブ装置
(誘導電動機、同期電動機)

1960 1970 1980 1990 2000 2010

プラント制御装置の製品ライフサイクル/販売：10年、保守：10年

0

5

10

15

20

25

1960～ 1970～ 1980～ 1990～ 2000～ 2010～

Number of Hot Strip Mill Plant

Japan
New Plant

Outside of Japan
New Plant

Japan
Renewal Plant

Outside of Japan
Renewal Plant

今後は更新工事が増加

 

図 1 鉄鋼プラント電気設備の動向 
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従って、プラント事業分野において、今後 10 年～20 年先の市場を考えた場合、

既設プラント更新の国際プロジェクトにおけるリスクマネジメントの研究を進めて

いくことは重要であり、これは一般の産業分野にも共通するものであると考える。 

さらに、最近の傾向として更新プロジェクトの大規模化、顧客への柔軟な対応、

高負荷による技術者不足、客先からの工程短縮要求などのプロジェクトに課せられた

厳しい環境の中で様々なプロジェクトリスクが潜在する。これを受けて既設プラント

の更新プロジェクトにおけるリスクマネジメントはいっそう難しくなってきている

と考えられる。 

このような既存の電気設備の更新を行う場合の現地工事や現地調整においては、

「プラント再立上げの工程が新設工事に比べ短い」、「生産ラインの再稼働に向けての

迅速な設備再稼働が必要」、「プラント再立上げ後の操業側からの改善要求が多い」な

どの更新プロジェクト特有の制約条件がある。そして、既存電気設備の更新の場合、

「定修工事期間内での工程遵守」、「設備稼働前の試圧延テスト開始から実操業運転開

始までの工程の厳守と早期操業安定化」、「品質・性能試験期間での生産品質安定化」

などの絶対条件が存在し、それらを阻害する要因はすべて現地リスクと考えられる。

また、その影響範囲としては契約上のペナルティ、操業開始遅れに対する補償などの

費用面での損失のみならず、顧客信頼の失墜や他商談での機会損失などが考えられる。 

現地でのリスクマネジメントに関してもう一つ考えておかなければならないこと

がある。それは、現状の現地リスクマネジメントが、図 2 に示すようなプロジェクト

マネジャとサイトマネジャとの分業制で成り立っているということである。つまり、

現地でのリスクの特定や認知、リスク分析や判断は現地が主体でありサイトマネジャ

の勘や経験で実行されていて、現地で処理できない場合のみプロジェクトマネジャへ

報告が上がってくる。そして、契約変更に関わる内容や客先からの追加要求、他部門

に関係するリスクはプロジェクトマネジャが対策を計画し、実行しているのが現状で

ある。しかしながら、更新プロジェクトのような現地工程に余裕がなく、且つ、現地

において既設からの更新内容に対して多くの客先からの仕様変更要求が発生するよ

うなプロジェクトの場合、現地での的確な判断と迅速な対応が要求されるので、今ま

でのような分業制を取っていては対応が遅れ、問題を大きくしてしまう可能性がある。

これを避けるためにもプロジェクトマネジャによるリスクの一元管理は、今後、重要

となってくるであろうと考えられる。 
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従って、既設プラント更新の国際プロジェクトにおいてこのようなプロジェクト

リスクや現地リスクに対してリスクの特定と分析、リスク対策の計画と実行、リスク

の評価など積極的にリスクをコントロールするようなリスクマネジメントを確立す

ることは、プロジェクトを成功させる上で極めて重要である。 

また、プロジェクトマネジャがリスクを一元管理できるようなしくみ作りを行い、

設計と現地を繋ぐリスクマネジメントのフレームワークを完成させることが重要と

なる。 

 

リスク特定

(認知)

リスク分析

(判断)

リスク対策

(計画)

リスク処理

(実行)

顧客
機械メーカ

【サイトマネジャの勘や経験】

【プロジェクトマネジャのスキル】
他部門

- 営業

- 設計

- 工事

機械工事工程との調整
試運転工程会議への参加
スーパーバイザの工数管理
現地工程進捗管理
現場での状況報告、問題点の把握

契約仕様に関する客先との折衝
客先からの仕様追加に対する交渉
工事関係者、機械メーカとの技術交渉
スーパーバイザ派遣に関する交渉
状況に応じた設計応援者派遣の指示

 

図 2 現地リスクマネジメントの現状 

 

これまでのリスクマネジメントにおいては、見積から機器出荷（船積み）までの

エンジニアリング過程でのリスクを扱うもの（プロジェクトリスクマネジメントと称

するもの）と現地での工事、試運転調整などプラント立上げ時でのリスクを扱うもの

（現地リスクマネジメントと称するもの）とに分けて実行されており、それぞれの責

務をプロジェクトマネジャやサイトマネジャの知識や経験に基づき実行されてきた。 

しかしながら、市場の変化（既設更新プロジェクトの増加や事業のグローバル化）

と情報化社会の発達によりリスクマネジメントの重要性も増し、今までのように経験

やスキルに依存していては立ち行かなくなってきた。特に、現地リスクマネジメント

では、既設プラント更新の国際プロジェクトを考えた場合、リスクへの的確な判断と

即応性から見て今までのような分業制では限界があり、今後はプロジェクトマネジャ

による体系化されたリスクマネジメントが必要になってくる。 
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1.2 現状の問題点 

 

１）リスクマネジメントの現状 

これまでの鉄鋼分野におけるリスクマネジメントはプロジェクトマネジャの知識

やスキルに依存していて、体系化されたものがないのが現状である。実際、いくつか

のリスクマネジメントプロセスモデルを記述している文献はあるが、必ずしも実践的

ではない。例えば、PMBOK Guide（A Guide in the Project Management Body of 

Knowledge）[PMI 13]で示されているリスクの特定、定性的分析、定量的分析、リ

スク対策の計画、リスクの監視コントロールを見てみると、鉄鋼分野のプロジェクト

においては殆どがプロジェクトマネジャの裁量に委ねられているのが実態である。 

つまり、プロジェクトマネジャが過去に経験した不適合の事象やプロジェクトの

トラブル事例をもとにプロジェクトマネジャ自身でリスク事象を識別し、プロジェク

トの置かれている環境や顧客情報、契約内容、プロジェクトの特異性などからリスク

を分析してリスクの優先順位や影響の大きさなどを判断している。過去にプロジェク

トで実行された対策や実行できなかった施策などを参考にしてプロジェクトマネジ

ャ自身で対策を立案し、その実行計画を立てている。言い換えれば、これまで実行さ

れてきたリスクマネジメントはリスク評価指標が曖昧で決定方法も標準化されてい

ないのが現状であり、そのためリスク対策の具体策も不明瞭のまま適切なリスク対応

が取られていないと言うことである。これについては、今後改善していかなければな

らない課題であると認識している。 

一方でこれまでのリスクマネジメントは、プラントの受注から機器の出荷までの

プロジェクトを遂行する上でのリスクを主に扱っており、現地工事開始から試運転、

操業開始、品質制御の確立までのサイトでの現地リスクはあまり取り扱われていない。

更新工事においては、現地立ち上げ工程が短く、短期間での調整が必要であり、現地

でのリスクが多いため、如何に現地リスクを減らすかを常に考えてマネジメントする

必要があるが、現段階では体系化されたものが少ない。ちなみに現段階における現地

でのリスクマネジメントを見てみると、その殆どがサイトマネジャの勘と経験に頼っ

ていて、ルール化された手法や体系化された方法論などはなく、場当たり的に行われ

ている。しかも、プロジェクト全体をとりまとめているプロジェクトマネジャの現地
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リスクの認知度が低く、迅速な対応が取れないケースが多いのも事実である。 

リスクマネジメントにおいては本来プロジェクトの責任者でもあるプロジェクト

マネジャが機器出荷までのプロジェクトリスクのみならず、現地でのプラント立上げ

から品質制御確立までの現地でのリスクをマネジメントすべきであり、そのフレーム

ワークができていないのは問題であると言える。なぜなら、プロジェクトマネジャや

サイトマネジャのスキルや経験に頼っているリスク分析やリスク評価では、結果の可

視化が難しく、プロジェクトメンバへリスクの存在をうまく伝えることができないた

め、メンバとのリスク共有ができないからである。また、リスクの定量的評価がなさ

れていないのでリスクの優先順位が不明瞭であり、リスク対策についても具体策が示

されていないため実行可能なものかどうかの評価が難しく、プロジェクトメンバへ明

確な指針とリスク対応計画を示すことができないからである。プロジェクトマネジャ

の現地リスクの認知度が低いと設計側と現場側とのコミュニケーションが希薄とな

り、リスクへの対応が遅れ、不適切な対応となるため、プラント再立上げ工程の遅延

や顧客満足度の著しい低下を招く恐れがある。これは契約ペナルティや現地スーパー

バイザの追加派遣費用などの損失費用の発生のみならず操業遅延や品質保証値の未

達成による顧客信頼の失墜（これは企業としての最大のデメリットである）を招くこ

とになる。 

現在、現場で実行されているリスクマネジメントについて調査してみると、現地

でのリスク認知やリスク分析、現地での緊急措置的な対応は実質的にサイトマネジャ

が行い、現地でのリスクマネジメントはサイトマネジャに委ねられていて、後で結果

のみプロジェクトマネジャへ伝えられるケースが多々ある。しかしながら、すべての

ケースにおいてサイトマネジャが現場でリスクへの対応を判断するのは難しく、契約

仕様からの変更や客先からの改善要求、機械メーカからの仕様変更要求などの内容に

よってはプロジェクトマネジャの判断が必要な場合や商務上の対応処置が必要な場

合がある。そのため現場で発生した問題の質や大きさによっては、現場サイドで処理

できずに滞り、客先のクレームや機械メーカからの変更要求という形でプロジェクト

マネジャのところへ連絡が入り、対応が遅れることになるケースがある。サイトマネ

ジャが実際に現場で実施している現地リスクマネジメントについては、サイトマネジ

ャの勘や経験に基づき判断、処理されているケースが大半であり、基本的ルールや知

識体系化された方法に従っているわけではない。即ち、リスク事象を発生させる根本
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原因や結果に繋がる経路などが把握できているわけではなく、その結果、適切なリス

ク対応を取れていないのが現実である。これまでのリスクマネジメントは、見積から

機器出荷までをプロジェクトマネジャが行い、現地工事開始から現地調整完了までを

サイトマネジャが中心になって行っていて、それぞれの分業制で実行されてきた。 

しかしながら、非常に工程の短い現地でのプラント再立上げや現地調整中に客先

からの要求が多発するような状況を考えた場合、リスクに対する判断の遅れや不適切

なリスク対応はプラント再立上げの遅れや顧客満足度の低下を引き起こし、プロジェ

クト全体の失敗へと繋がることが予想される。即ち、プロジェクトでのリスクマネジ

メントは、現状、プロジェクトマネジャとサイトマネジャとの分業制を取っているが、

「現地でのトラブル発生時の対応が遅れる」、「現地でのリスク対策が十分に取れな

い」などの問題があり、現地リスクを含めたリスクの一元管理が難しいのが現状であ

る。 

 

２）プロジェクトマネジャの経験とスキル 

鉄鋼分野におけるリスクマネジメントに関して、プロジェクトマネジャは過去に

自分が経験したプロジェクトでのトラブル事例や問題点などをもとにリスクとなり

得る事象をいくつか挙げてそれが外的要因なのか内的要因なのかを考え、リスク事象

を分類する。そして、どのリスク事象に対してもそれが発生する根拠とリスク事象が

発生した場合に引き起こされる損失およびそれが起こることを確信させる根拠とな

るプロジェクト環境の中に存在する事実を考慮しながら無意識のうちにリスク事象

の発生頻度とその影響度というものを評価し、優先順位を決めている。 

さらに、それぞれのリスク事象に対して、プロジェクトマネジャの過去の経験や

知識の中からリスク対策として最も有効であると思われるものをいくつか挙げ、実際

のプロジェクトでの制約条件や契約内容から判断して実行の可能性を考慮した上で

リスクへの対応計画を立てている。つまり、「どのようなリスクを想定して、どのリ

スクを優先的に対処するか」、「どういったリスク対策を立て実行していくか」などに

ついてはプロジェクトマネジャの裁量に委ねられていて、その判断基準や評価方法に

ついては明らかにされておらず、プロジェクトマネジャのスキルとなっている。現地

リスクについても同様にどんなリスクが存在し、どう対処するかは、サイトマネジャ

の経験によるところが支配的でリスクの分析や評価方法については明らかではない。 



8 

1.3 研究の目的 

1.2 で述べた現状の問題点を踏まえた上で、プロジェクトマネジャが実施している

リスクマネジメントについて明らかにし、解決策の一つとしてプロジェクトリスクの

顕在化、リスクを抑制するようなリスク対策の立案、リスク評価方法の標準化などの

プロジェクト管理手法の改善案を提案する。 

さらに、既設プラント更新の国際プロジェクトを成功させるためにはプロジェクト

の最終リスクとも言うべき「プラント再立上げ遅延」や「契約保証値の未達成」など

のリスク事象に対して現地のバックアップ体制を構築し、現地のリスクマネジメント

を実施することで現場まかせではなく、設計と現場の連携を図ることが重要である。

また、現地工事や現地調整における潜在リスクの特定、リスク分析と評価、緊急性と

柔軟性を備えたリスク対応など現地でのリスクマネジメントをどのように推進して

いくかが重要であり、現地リスクを対象としたリスクマネジメントについて十分検討

する必要がある。つまり既設プラント更新の国際プロジェクトにおいてプロジェクト

リスク管理の改善、及び現地リスクのマネジメント手法の提案を行うことで見積から

現地調整完了に至るまでの総合的リスクマネジメントを構築し、設計と現場の連携に

よるリスクマネジメントについてのフレームワークを完成させることが重要である。 

従って、プロジェクトを成功へと導くためにはやはりプロジェクトマネジャが行う

プロジェクトリスク管理の改善だけでは十分とは言えず、プロジェクトにおける最終

リスクである現地でのプラント再立上げ時のリスクをマネジメントすることが重要

であり、この現地リスクをコントロールするために、プロジェクトマネジャが積極的

に現地調整に参画し、現地リスクのマネジメント手法を提案することで効率の良い、

効果的なリスクマネジメントを実現することを目指す。また、サイトマネジャの知識

との相乗効果により多発する現地リスクに対して適切、且つ迅速な対応が取れるよう

になることで現地リスクの回避、軽減に繋がるものと考える。 

即ち、プロジェクトマネジャが主体となって行う現地リスクマネジメントや見積か

ら現地調整完了に至る総合的リスクマネジメントの試行は、リスクマネジメントを研

究する上での新しい試みであり、金融や IT 業界で頻繁に行われているリスクマネジ

メントとは違い、鉄鋼プラント分野での研究はまだ浅いため既設プラント更新の国際

プロジェクトを成功させる上での重要なテーマである。 
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1.4 本論文の構成 

本研究を進めるにあたり具体的には既設プラント更新の国際プロジェクトを遂行

する中でプロジェクトマネジャが自身のスキルに基づき実施しているリスクの特定

と分析、リスクへの対応、リスクの評価などのリスクマネジメントを改善し、体系化

する。最初に、これまでプロジェクトマネジャのスキルに依存していたリスク分析に

関して、標準リスクモデル[Smith 02]を適用して、リスク分析手法の標準化を進め、

リスク評価方法の改善策としてリスク事象の発生や影響の発生を抑制するリスク対

策を組み合わせたモデルを構築し、具体的なリスク対策の提示とリスク対策を組み込

んだ新しいリスク評価方法を提案することでプロジェクトリスク管理の改善を行う。

次に、既設プラント更新の国際プロジェクトで重要視されているプラント再立上げ時

のリスクの認知とその評価方法について現地リスク評価モデルを提案するとともに

リスクを回避、軽減するためのリスクマネジメント手法を提案し、プロジェクトを成

功させるための実践的な現地リスクマネジメントのモデルケースを提示する。そして、

現地工事や現地調整におけるリスクの特定や定量的分析、リスクへの対応策の策定や

リスク評価といった現地リスクのマネジメント手法を明らかにする。 

本論文の構成を以下に示す。第１章の序論では、本研究の背景と目的、および論

文の構成の説明を行い、本研究でのメジャーリサーチクエスションとサブシディアリ

ーリサーチクエスションを選定する。第２章の先行研究レビューでは、リスクの定義、

プロジェクトリスクや現地リスク、リスクマネジメントプロセスなどについての先行

研究の調査、分析を行う。第３章のプロジェクトリスク管理の改善では、既設プラン

ト更新の国際プロジェクトにおけるプロジェクトリスクの特定と分類を行い、リスク

分析手法の標準化やリスク対策を組み合わせたモデルを適用したリスク評価手法に

よるリスクマネジメント手法の改善に取り組み、実プロジェクトにおけるシミュレー

ションを行い、有効性を検証する。第４章の現地リスクマネジメント手法の提案では、

既設プラント更新の国際プロジェクトにおける現地リスクの特定と分類について述

べ、リスクの定量的分析、リスクへの対応策の策定、リスク評価手法の標準化など実

践的な現地リスクのマネジメント手法について論じ、実プロジェクトにこれを適用し

てシミュレーションを行い、その有効性を検証する。第５章の結論では、本研究の成

果、発見事項をまとめ、理論的含意、実務的含意、および今後の研究課題を示す。 
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1.5 リサーチクエスション 

本研究のメジャーリサーチクエスションを「プロジェクトを成功に導くためのリ

スクマネジメントとは何か」、サブシディアリーリサーチクエスションを「①エンジ

ニアリング過程でのリスクマネジメントにおいて必要なものとは何か」、「②現地のプ

ラント再立上げ時でのリスクマネジメントに必要なものとは何か」、「③プロジェクト

マネジャの経験を有効活用できるリスクマネジメントとは何か」と定め、これを明ら

かにする。 

研究戦略としては過去の事例やプロジェクトマネジャの持つスキルをもとに事例

研究を行い、理論モデルを構築する。そして、実プロジェクトでの調査データをもと

にシミュレーションを行い、その有効性を検証する。 

また、過去にプロジェクトマネジャとして現地調整に参画した際の‘気づき’や

‘知見’を体系的にまとめ、現地リスクの特定、定量的分析・評価、リスク対策など

の現地リスクのマネジメント手法について提案する。 
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第 ２ 章 

先行研究レビュー 
 

リスクマネジメントプロセスやプロジェクトに存在するリスク、現地調整におい

て存在するリスクの定義についての過去の知見を整理するため、リスクの定義、標準

リスクモデル、リスクマネジメントプロセスについての先行研究の調査、分析を行う。

また、プロジェクトマネジャの経験知分析のため、スキルの共有化について先行研究

の調査を行い、さらに、FMEA[McDermott 10，鈴木 10]や FTA[鈴木 10]について

先行研究レビューを実施する。 

 

2.1 リスクの定義 

リスクとは将来起こりうる出来事で、望ましくない結果を生むかも知れないもの

である[Demarco 03]。リスクとは目標達成に影響を及ぼす要因であり、不確かさが

あることに特徴がある[野口 11]。 

ソフトウェア開発には多くのリスクが潜在する。特にプロジェクトにとっての新

規性が高い場合、スケジュールは曖昧になり、マネジメントは困難になる。よく検出

されるプロジェクトのリスクとして、規模見積りの根拠が弱いスケジュールのリスク、

受注範囲が不明確な要求のリスク、マネジメントスキルが低いプロジェクトマネジャ

によるリスク等が多い[福島 06]。 

従って、リスクマネジメントを実行する上で対象となるプロジェクトリスクや現

地リスクに関してリスクの定義を明確にする必要がある。 

まず、リスクマネジメントに関する国際標準規格 ISO31000（Risk management ― 

Principles and guidelines）[ISO 09]が準拠しているリスクマネジメント用語の定義

に関する国際標準規格 ISO Guide 73（Risk management ― Vocabulary）[ISO 

Guide 09]の最新の「リスク」の定義を説明する。 

Risk：effect of uncertainty on objectives 

リスク：諸目的に対する不確かさの影響 
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備考 1：影響とは、期待されていることから良い方向・悪い方向へ逸脱すること 

備考 2：諸目的とは、例えば、財務、安全衛生、環境、戦略、プロジェクト、製品、

プロセスなど様々なレベルで規定される 

備考 3：不確かさとは、事象やその結果、その起こり易さに関する情報、理解、知識

などが例え一部でも欠けている状態である 

備考 4：リスクは事象(周辺環境の変化を含む)の結果とその発生の起こり易さとの組

み合わせによって表現されることが多い 

ISO Guide73（2009）より引用 

 

  次に、リスクの要件として以下の 2 つを挙げる[箱嶋 08]。 

（１） 不確実性を持つ 

確実に起きている現象であれば、それは問題や障害である。確実でないという

のが大前提となる。 

（２） 損失をもたらす 

不確実性はチャンスとリスクの 2 つの側面を持つが、このうちマイナスの結果

をもたらすものがリスクとなる[Wideman 92]。 

 

実際にプロジェクトで管理する対象とすべきリスクを対応策の観点から分類する

と以下のようになる[Kendrick 03]。 

（１）既知リスク（コントロール可能）＝内的リスク 

プロジェクトでリスクを防止することが可能なもの。 

アクションプランによって未然の対策が取られる。 

（２）既知リスク（コントロール不可能）＝外的リスク 

プロジェクトでは防止が困難なリスク。 

コンティンジェンシープランを策定し、起きてしまった場合の影響の最小化や

吸収を行う。 

（３）未知リスク 

どのようなリスクが起きるのか自体が不明なもの。 

万が一の場合は、プロジェクトマネジメントリザーブによって吸収する。 
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プロジェクトリスクは、その特徴から以下の 3 つに大別される[Campbell 10]。 

（１）既知リスク 

プロジェクト目標をビジネスや技術の観点から見直すことで想定できるリス

ク。自分の経験やステークホルダーの経験を参考にして想定することが可能。 

（２）予測可能なリスク 

実際に起こり得るリスクであり、過去の経験や類似プロジェクトなどの事例か

らも予測することが可能。例えば、チーム・メンバーの入れ替えや景気の変動

はプロジェクトに影響する。つまり、具体的確証がないため、存在があいまい

なリスクである。 

（３）予測不可能なリスク 

過去の経験や事例などから予測するのは難しいリスクであり、プロジェクトマ

ネジャやプロジェクトチームではコントロールできない。 

 

また、国際プロジェクトを遂行するに際してのリスクは、大別して①請負者の責任

に起因するもの、②発注者の責任に起因するもの、③当事者いずれの責任にも属さな

い外的な要因に起因するもの、の三種類に分けられる[古屋 07]。 

従って、本論文で扱うプロジェクトリスク、現地リスクは将来起こり得る出来事で

望ましくない結果を生むかも知れないものであり、プロジェクトで既に想定されてい

るもので、コントロールが可能なものを「内的リスク」、コントロールが不可能なも

のを「外的リスク」として分類する。そして、リスクマネジメントはプロジェクトに

マイナスとなるリスク事象の発生頻度と影響度を低減させることである。 
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2.2 プロジェクトリスクと現地リスク 

 

2.2.1 プロジェクトリスク 

 

プロジェクトリスクの構造を理解しやすくするためにリスクモデルを取り上げ、

その中で最も実用的と考えられている標準リスクモデル[Smith 02]について解説す

る。 

実際に標準リスクモデルの構成や特長について理解を深めるため、概略モデル図と

その構成要素について以下に詳しく説明を行う[Smith 02]。 

標準リスクモデルは以下の 7 つの構成要素から成り立っている。 

 

１．リスク事象…損失を引き起こす出来事または状態。 

２．リスク事象のドライバー…プロジェクト環境の中に存在し、特定のリスク事象の

発生へ導くと思われるもの。 

３．リスク事象の発生確率…リスク事象が発生する見込み。 

４．影響…リスク事象が発生したら結果として生じるかもしれない潜在的な損失。 

５．影響のドライバー…特定の影響が起こることを確信させるようなプロジェクト環

境中に存在しているもの。 

６．影響の発生確率…リスク事象発生の条件下における影響の起こる見込み。 

７．総損失量…リスク事象が発生した場合に生じる損失の大きさ。日数または金額で

表現される。 
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図 3 は標準リスクモデルの概略を説明している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 標準リスクモデル 

 

そして、このモデルで重要なことはリスク解決の本質を捉えているということであ

る。例えば、リスク事象のドライバーを変更することで、リスク事象の発生確率を減

少でき、たとえリスク事象の発生を避けられないとしても同様に影響のドライバーを

変更することによって総損失量を軽減する方法を考えることに役立つ。 

さらに、このモデルのもうひとつの強みは原因と結果の関係を明確化しているとい

うことである。即ち、リスク事象は影響と総損失量の原因となる要素である。 

また、リスク事象を影響発生の原因と捉えることもできる。式（１）は標準リスク

モデルの構成要素から期待損失を算出する数式を表わしている。 

 

｛リスク事象の発生確率（Pe）｝×｛影響の発生確率（Pi）｝×｛損失量（Lt）｝ 
 

＝｛期待損失（Le）｝…（１） 

出典：[Smith 02]の図 2-1（44 ページ） 

総損失量（Lt） 影響 

影響の 

ドライバー 

リスク事象の

ドライバー 

リスク事象の

発生確率（Pe） 

影響の 

発生確率（Pi） 

リスク事象 
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また、事象発生前の事柄を主体として表記した定義を事象発生前主体型、事象発生

前の事柄と事象発生後の事柄を同列に表記した定義を同列型、事象発生前主体型と同

列型の両方を用いて表記した定義を併記型として整理した結果を表 1 に示す。 

表 1 リスク定義の分類とその特徴 

分類 特徴 

事象発生前 

主体型 

事象発生前の事柄を主としてリスクを表現している。 

同列型 事象発生前の事柄と事象発生後の事柄を同列に扱いリスクを表現

している。 

併記型 「事象発生前主体型の定義＋同列型の定義」という形で定義され

ている。 

また、表 1 の 3 つの型が示しているリスクのモデルはいずれも概ね図 4 のように

表現できる。図 4 ではリスクをある事象（イベント、出来事）としている。そのある

事象は過去や現在のことではなく、将来に発生する可能性のある事象であり、2 つの

附属的属性がある。ひとつは事象が発生する前にある“発生するかもしれない”とい

う可能性に関するものである。これは、「可能性」、「不確実性」、「チャンス」、「発生

確率」などと表記されている。もう一つはある事象が発生した後に関することであり、

それらは、「結果」、「影響」、「影響度」、「インパクト」などと表記されている[木野 05]。 

 

図 4 標準やガイドにおけるリスクのモデル 

可能性 

不確実性 

チャンス 

発生確率 

・・・ 

結果 

影響 

影響度 

インパクト 

・・・ 

ある 

事象 

現在 将来 

事象発生前 事象発生後 
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2.2.2 現地リスク 

 

まず、現地リスクの構造を理解しやすくするため、リスクモデル[鈴木 04]につい

て解説する。 

一般的にリスクを考えた場合、リスクモデルはリスク因子である危険の源、危険が

広がる経路、発生する重大性を考慮すると図 5 のようになる。発生確率は発生の可能

性と呼ぶことにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 リスク因子、広がる経路、結果の重大性の関連図 

 

以下、このリスクモデルの概略について説明する。 

【発生の可能性】には危険の源とこれが広がる経路がある。 

① リスクの原因となるものがある（危険の源）…‘リスクの因子’。 

② 危険の源がさまざまなケースで広がること（危険の誘引）や危険の源に近づく

経路ができる…この経路が発生の可能性を決めることになる。 

【結果の重大性】は次のようになる。 

③ 結果が発生（受けたときの被害の大きさ）…‘発生したときの結果の重大性’。 

また、リスクは発生の可能性（①×②）と結果の重大性（③）の組合せで、次の

ように考えることができる。 

 

 

対策前リスク＝発生の可能性 × 結果の重大性 

      ＝リスクの源① × 経路② × 結果の重大性③ 

リスク因子①

（危険の源） 

結果の重大性

③ 

リスク 

発生の可能性（確率） 結果の大きさ 

安全の分野では 

リスク因子は「危険源」 

結果の重大さに至る

経路② 

出典：[鈴木 04]の図 1-5（12 ページ） 
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この考え方を整理してみると、リスクの源（危険なもの）があっても危険が広がる

経路がなければ、結果の大きさは発生しないのでリスクはゼロとなる。この経路を遮

断すること（経路を遮断する対策をとる：発生したことを検出してリスクにならない

ように防御する）は発生の可能性を限りなく小さくしていることになる。もしもこの

経路を防御する手段が破壊される（経路を遮断した対策が不十分または管理されてい

ない、または緊急事態など）と結果の重大性は生じることになり、リスクが発生して

しまう。一方、経路があってもリスクの源に異常な状態が発生しない場合も結果の大

きさは発生しないのでリスクは理想的にはゼロとなる。 

今まで、リスクは発生の可能性と事象が発生したときの重大性の組合せとして進め

てきたが、この発生の可能性を下げるにはリスクとなることをいかに早く発見して対

処することができるかの要素（ファクター）を組み込むことである。 

つまり、この要素は危険源と経路の状態を早く検出して対処することができるかの

可能性を示すもので「検知・防御の可能性」と呼ぶことができる。 

この手段によって、リスクを検出してリスクとならないように防御することができ

る（検知・防御の可能性が高い）場合、リスクはほとんど発生しないことになる。 

この場合、リスクはリスクの源①と経路②と検知・防御の可能性と結果の重大性の

積となる（図 6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 発生の可能性、検知・防御の可能性、結果の重大性の関係式 

リスク ＝ 発生の可能性 × 検知・防御の可能性 × 結果の重大性 

 

  【発生の可能性を決める】 

対策後リスク＝発生の可能性×検知・防御の可能性×結果の重大性 

＝リスクの源①×経路②×   検知・防御の可能性    ×結果の重大性③ 

(① または②の検出・防御) 
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次に、現地リスクを分析するにあたりその特徴を理解するためにリスク事象、影響、

要因の関連性について調査を行った。 

一般的なリスク分析の考え方[青木 08]によれば、リスク分析を行う場合、リスク

事象を中心にその要因と影響を考えると、現実には、要因と事象，事象と影響とは複

合的に関連しあっており、それぞれを明確に区別することは難しい。図 7 に一般的な

リスク分析の考え方を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 一般的なリスク分析の考え方 

 

現地リスクの場合、それは顕著である。実際、現地でのリスク事象を考えた場合、

前工程での結果の重大性によっては後工程でのリスク事象のリスク因子となる場合

がある。即ち、前工程のリスク事象そのものが後工程のリスク事象のリスク因子とな

る可能性があり、その可能性は結果の重大性によって決定されるなどのリスクの連鎖

[桑原 05]が起こる。このように実際に現地リスクを考えた場合、リスクの連鎖とい

うものを考慮する必要があり、それは避けては通れないものである。 

リスク事象 

リスク影響 

リスク要因 

リスク要因 

リスク影響 

明確に区別できない 
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2.3 リスクマネジメントプロセス 

リスクマネジメントプロセスモデルに関して過去の研究の変遷については、下記の

ようにまとめられている[Haghnevis]。 

表 2 リスクマネジメントプロセスモデルの変遷 

No.
Name of model
or Researchers

Year Phases

1 Boehm 1991
Identification, analysis, prioritizing, risk management control, risk resolution, risk 
monitoring planning, tracking, corrective action

2 Fairley 1994
Identify risk factors, assess risk probabilities and effects, develop strategies to 
mitigate identified risks, monitor risk factor, invoke a contingency plan, manage the 
crisis, recover from the crisis

3 SEI 1996 Identification, analysis, response planning, tracking, control

4 Kliem & Ludin 1997 Identification, analysis, control, reporting

5 SHAMPU 1997 Define, focus, identify, structure, ownership, estimate, evaluate, plan, manage

6 PRAM 1997 Define, focus, assess, planning, management

7 Leach 2000
Identify potential risk events, estimate the risk probability, estimate the risk impact, 
identify potential risk triggers, analyze risks, prevent risk event, plan for mitigation, 
insure against risk, monitor for risk triggers

8 IRM/AIRMIC/ALARM 2002 Strategic objective, assessment, reporting, decision, response, reporting, monitoring

9 Smith & Merritt 2002 Identification, analysis, prioritizing & mapping, response, monitoring

10 PMBOK 2003
Risk management planning, risk identification, qualitative & quantitative, risk response 
planning, risk monitoring & control

11 PRMA 2004
Establish context, identify risks, analyze risks, evaluate risk, response risks, review & 
monitoring, communicate with consultants

 

 

2.3.1 PMBOK のリスクマネジメントプロセス 

 

表 2 の「PMBOK Guide（第５版）[PMI 13]」に示されているリスクマネジメント

プロセスモデルに関してその内容を詳しく解説する。 

PMBOK Guide（第５版）によると、リスクマネジメントプロセスは、次の６つの

プロセスに集約される。それは「リスクマネジメント計画」、「リスク識別」、「定性的

リスク分析」、「定量的リスク分析」、「リスク対応計画」、「リスクの監視コントロール」

の６つのプロセスである。PMBOK Guide（第５版）ではリスクマネジメントを次の

ように定義している。「リスクマネジメントはプロジェクトに関するリスクのマネジ

メントの計画、識別、分析、対応、監視コントロールの実施に関するプロセスからな

る。これらのプロセスのほとんどはプロジェクトを通して実行される。 
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プロジェクトリスクマネジメントの目標は、プロジェクトに対してプラスとなる事

象の確率と影響を増大させ、マイナスとなる事象の確率と影響を低減することである。

さらに、表 3 に示すようなリスクマネジメント実施プロセスを規定している。 

 

表 3 PMBOK Guide（第５版）におけるリスクマネジメント[PMI 13] 

リスクマネジメント

プロセス 

成果物 説明 

リスクマネジメント

計画 

リスクマネジメント 

計画書 

プロジェクトのリスクマネジメン

ト活動にどのように取り組み、計画

し、実行するかを決める 

リスク識別 リスク登録簿 どのリスクがプロジェクトに影響

するかを見定め、その特性を文書化

する 

定性的リスク分析 リスク登録簿（更新版） リスクの発生確率と影響度を評価

し、組み合わせ、この後の分析や対

処のためにリスクの優先順位付け

を行う 

定量的リスク分析 リスク登録簿（更新版） 識別したリスクがプロジェクト目

標の全体に対して与える影響を数

値的に分析する 

リスク対応計画 リスク登録簿（更新版） 

プロジェクトマネジメ

ント計画書（更新版） 

リスク関連の契約事項 

プロジェクト目標に対する好機を

高め、脅威を減少させるための、選

択枝とアクションを作成する 

リスクの監視コント

ロール 

リスク登録簿（更新版） 

要求済み変更 

提案済み是正処置 

提案済み予防措置 

組織のプロセス資産

（更新版） 

プロジェクトマネジメ

ント計画書（更新版） 

プロジェクトライフサイクルを通

して、識別したリスクを追跡し、残

存リスクを監視し、新たなリスクを

識別し、リスク対応計画を実行し、

その効果を評価する 
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また、プロジェクトにおけるリスクマネジメント全体の概念を図 8 に示す。これは、

PMBOK 2000 年版の考え方に基づいたものである[岡村 04]。 

 

図 8 リスクマネジメントの全体像 

リスクマネジメント

計画 

リスクの特定 

リスクモニタリング

およびコントロール 

リスクの定性分析 

リスクの定量分析 

対応策の計画立案 

プロジェクト憲章、リスクマネジメントの方針、WBS および組織の

リスク対応などを入力情報として、リスクマネジメント計画を作成 

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

リスクマネジメント計画、過去のリスク情報などを入力情報とし

て、チェックリスト、仮説分析、そのほかの分析手法などを利用し、

リスクやその兆候を定義 

リスクマネジメント計画や定義されたリスクなどを入力情報とし

て、定性的リスク分析を実施。プロジェクト全体でのリスクレベル

の定義、追加の分析作業などを実施 

リスクマネジメント計画や定義されたリスクなどを入力情報とし

て、定量的リスク分析を実施。定量化されたリスクリストによる

プロジェクトのインパクト分析を実施し、プロジェクト計画への

影響を分析する 

リスクマネジメント計画や最優先リスクリスト、プロジェクトへの

影響分析を入力情報として、リスク対応策を計画。更にコンティン

ジェンシー計画やプロジェクト計画への修正要求を作成 

リスク対応策やプロジェクト計画への影響を、対応策の進捗をモニ

タリングして評価。アーンドバリュー分析などを利用。リスクの状

態を評価し、更なる適切な対応策を立案。リスク定義リストを更新 

リスクマネジメントを構成する各プロセスは、PMI の「PMBOK」に基づく 

WBS：ワーク・ブレイクダウン・ストラクチャ 

出典：[岡村 04]の図 75（221 ページ） 
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2.3.2 リスクマネジメントプロセスの概要 

 

各プロジェクトマネジメントのプロセスは、図 9 に示すように PMBOK Guide の

リスクマネジメントのプロセスに対応している。共通で参照するフレームワークとす

るためにリスクマネジメントのプロセスを次のように定義する[Royer 02]。 

 

●立ち上げ：プロジェクト機会の分析評価（Project opportunity assessment）― 

プロジェクト機会の経営戦略レベルの高水準な要求事項について、プロジェクト

を続行するかしないかを決定するためにリスクと機会を明確にする。 

●計画：リスクマネジメント計画（Risk management planning）― 

リスクを識別し、その影響を最小化するために、リスク処理策とコンティンジェ

ンシー計画を策定する。 

●遂行：プロジェクト・リスク監査（Project risk audit）― 

プロジェクトマネジメントのプロセスにおける有効性を監査する。 

●コントロール：継続的リスクマネジメント（Continuing risk management）― 

リスク処理策やコンティンジェンシー計画を導入する兆候（トリガー）となるよ

うなリスクを監視する。または、新たなリスクを識別する。 

●終結：リスクに関する知識移転（Risk knowledge transfer）― 

将来のプロジェクトに備えてプロジェクトで発生したリスクの処理に関する教

訓・知識を獲得・蓄積しておくプロセスである。 
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図 9 リスクマネジメントのプロセス 
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出典：[Royer 02]の図 1-2（21 ページ） 
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2.3.3 リスクベースのプロジェクトマネジメント 

 

PDCA は問題の識別と是正のマネジメントであり、リスクマネジメントはリスクの

識別と顕在化防止のマネジメントである。 

リスクマネジメントと PDCA のマネジメントは類似しているものの、扱う対象が

単にリスクか問題かという違いだけではなく、対応にかかる時間とコストに大きな違

いがある。リスクがいったん顕在化し問題が発生してしまうと、問題の是正にかかる

時間とコストはリスクを未然に防止するための時間とコストに比べかなり大きい。 

プロジェクトマネジメント力を左右するのはリスクマネジメントによって問題を

リスクの段階で処理できるかどうかである。 

リスクマネジメントをプロジェクトマネジメントの他の８つのマネジメントと統

合しようというのが、リスクベースのプロジェクトマネジメントのコンセプトである。

図 10 のように８つのマネジメントにリスクマネジメントの機能を加えることで、

各々のマネジメントは強化される。リスクベースのプロジェクトマネジメントはプロ

ジェクトマネジメントの原理ＰＤＣＡをリスクマネジメントで強化する。 

それによって、プロジェクトマネジメントの原理・原則に新たに「リスクの顕在化

を未然に防止する」ことを加える。リスクベースのプロジェクトマネジメントとは、

PDCA の原理と「問題解決」および「リスクの未然防止」を原則としたマネジメント

である。PDCA のマネジメントサイクルにリスクマネジメントのプロセスを組み込む

ことで、PDCA は問題とリスクを同時に処理するプロセスを持つことになる。この拡

張された PDCA を E-PDCA と呼ぶことにする[後田 07]。 



26 

図 10 リスクマネジメント統合のイメージ図 
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出典：[後田 07]の図 1-3-2（26 ページ） 
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2.3.4 リスクマネジメントの目的 

 

リスクマネジメントとは、“プロジェクトにプラスとなる事象の発生確率と影響を

増大させ、マイナスとなる発生確率と影響度を減少させること”である。 

リスクマネジメントに必要とされるプロセスは、組織の様々な基幹プロセスにその

一部として組み込むことが必要である。そして、リスクマネジメントを基幹プロセス

に組み込むことにより、組織全体が日々活動の一部としてリスクマネジメントを行う

ことになる[瀬尾 12]。 

 

リスクマネジメントの目的は、プロジェクトチームに下記の適切な措置を取らせる

ことである[OSPMI 07]。 

 プロジェクトスコープ、コスト、スケジュール（そしてその結果としての品質）

に対する悪影響を最小限に抑える。 

 低コスト、スケジュール短縮、スコープ強化、高品質などのプロジェクト目標

を改善する機会を最大化する。 

 危機管理を最小化する。 

 

不確実性を管理する必要性は正規のプロジェクトマネジメントを必要とする殆ど

のプロジェクトに内在する。多くの優れたプロジェクトマネジメントの実行は効果的

な不確実性の管理によるものと考えられる[John 03]。 
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2.3.5 リスクマネジメントプロセスの事例 

 

リスクマネジメントは機会を最大化して、脅威を許容可能なレベルまで軽減する

ためにプロジェクトに対してスキル、知識、リスク管理ツールやテクニックを適用す

ることである。具体的には、リスクマネジメントは次の 5 つのエリアに関係する。 

 リスクの特定と文書化 

 リスクの分析と優先順位付け 

 リスク計画の実行 

 リスク計画の監視とコントロールの適用 

 リスク監査とレビューの実施 

これらのプロセスは非常に反復的であり、それらのすべてがどのように連携する

かを理解するため、それぞれの目的を明らかにする。 

 リスクの特定と文書化 

リスクマネジメントのアプローチの第１ステップとしてプロジェクトに存在する

すべての潜在的なリスクを特定し、書き留める。リスクの識別はプロジェクトの

全期間を通して発生する。 

 リスクの分析と優先順位付け 

何がリスクであるかを知ったあとで、どのリスクがプロジェクトに損害を与える

最大の可能性を持っているかを決定するためのツールやテクニックが適用される。 

分析と優先順位付けプロセスはリスク計画が必要かどうかを決定する。 

 リスク計画の実行 

リスク計画はリスクが発生した場合にリスクにどう対処するかを文書化する戦略

の策定に関するものである。すべてのリスクに対応計画が必要なわけではない。 

 リスク計画の監視とコントロールの適用 

このプロセスでは実行されたリスク対応計画の評価と計画が効果的で、リスクが

適切、且つタイムリーに処理されていることを確認するために必要な修正を実装

することが含まれている。 

 リスク監査とレビューの実施 

このプロセスはプロジェクトが完了した後に行われるため、これまでのものとは

性質が異なる。リスク監査の実施は多くの教訓を文書化することである。 
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プロジェクトが進行するにつれて情報は文書化されるが、リスク監査分析につい

てはプロジェクトの終了時に実施される。 

反復プロセスについて以下に説明する。 

プロジェクトマネジャ（またはプロジェクトチーム）は、リスクを特定したら、

それがプロジェクトに与える潜在的な影響を判断するため、分析する。 

それから、リスクが発生した場合の影響への対処方法について概略の計画を立て、

モニタや追跡を行い、おそらく新たな情報の結果で計画を変更する。これは、新たな

リスクを特定し、更に必要な計画を立てることなどを意味する。 

プロジェクトマネジメントと同じようにリスクマネジメントは反復的なプロセス

であり、効果的なコミュニケーションがその中核にある。 

主要なステークホルダー、プロジェクトチームメンバー、マネジメント、プロジ

ェクトスポンサーなどの間でのコミュニケーションや建設的な情報交換なくしては、

リスクマネジメントはうまく機能しない。図 11 はリスクマネジメントとそのプロセ

ス間との相互作用の反復性を示している[Heldman 05]。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 リスクマネジメントの反復性とそのプロセス間との相互作用 
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また、Keshlaf と Hashim はソフトウェアのリスクマネジメントプロセスを支援す

るツールのモデルを開発した。図 12 に示すようにプロジェクトの初期段階で 8 つの

ステップの処理が行われ、任意の新たなリスクがプロジェクト全般にわたって特定さ

れると、以前の推定と判断を改善するために継続的に 5 ステップの内側の処理が行わ

れる[Kwak 03]。 

つまり、プロジェクトの初期段階で外側の８つのステップ（1.リスク識別、2.推定、

3.文書化、4.評価、5.優先順位付け、6.監視、7.コントロール、8.統計）の処理が実行

された後、プロジェクト全体を通して任意の新たなリスクが特定される毎に、以前に

実行されていた推定と判断を改善していくため、内側の５つのステップ（再推定、再

評価、再優先順位付け、監視、コントロール）の処理がプロジェクト完了まで継続的

に実行される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 ‘Soft Risk’model’s diagram（adapted from Keshlaf and Hashim（2000）） 
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2.4 経験とスキル 

まず、知識とスキルについて簡単に説明する。言語化しやすい「事実としての知識」

を「知識」と呼び、技術や技能のように言語化しにくい「やり方に関する知識」を「ス

キル」と呼ぶ。これは、認知心理学における「宣言的知識（declarative knowledge）」

と「手続的知識（procedural knowledge）」の区分に基づいている（Anderson, 1983）。

例えば、プロジェクトマネジャが過去のトラブル事例や過去に発生した問題などから

プロジェクトに存在するリスクとして考えておかなければならない事実に関するも

のは「知識」であり、それをどう評価して優先順位を決めるか、また、どのように対

処するかについては「スキル」である。 

次に、経験について簡単に説明する。経験は「人間と外部環境との相互作用」と定

義した（Dewey，1938）。このとき、身体を通して直接的に事象に関与する「直接経

験」と、言語や映像を通して間接的に事象に関与する「間接経験」を区別する。また、

関与する事象の客観的特性としての「外的経験」と、関与する事象を理解し解釈する

「内的経験」を区別する[松尾 06]。例えば、プロジェクトマネジャが現地でサイト

マネジャのサポートとして現地調整に参画する場合は「直接経験」であるが、サイト

マネジャから現地の状況を聞く場合は「間接経験」となる。 

また、プロジェクトマネジャがどのくらいの期間、どのサイトで現地サポートとし

たのかといった客観的特性は外的経験であるが、現地サポートを通じて何にリスクを

感じたのかは内的経験に当たる。 

「経験知」とは「経験」を通して得られた知識または知見であり，仕事を行う上で

自らが体験して得られた知識やノウハウを集約して自らの経験知として蓄えたもの

であると考える。 

そして、プロジェクトマネジャの「経験知」と呼ばれる知識または知見はある意味

「スキル」であり、これらを如何にして解明し、共有化していくかが課題である。 
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2.5 FMEA と FTA 

FMEA（Failure Mode and Effect Analysis）とは、製品及び工程についての問題

が発生する前に問題を見付け出し予防する体系的な分析手法である[McDermott 10]。 

FMEA とは、システムにおける重大な事故・危険の未然防止策を検討するため、

設計段階でシステムを構成する部分（サブシステム）の故障モードを一覧表に列記し、

それらが生起した場合に上位システムが受ける影響をランク付けする手法のことで

ある。 

FMEA は、サブシステムの単一故障（不具合、機能不全、失敗）が全体システム

の信頼性・保全性・安全性に与える影響を定性的に解析するもので、導き出された重

要度に基づいて優先順位を定め、事前対策を施す。重大な事故につながる故障を検出

できるため、製品設計・工程設計の段階でよく用いられ、品質管理での改善活動でも

活用される。 

FMEA は、システムやプロセスの構成要素に起こり得る故障モードを予測し、考

えられる原因や影響を事前に解析・評価することで設計・計画上の問題点を摘出し、

事前対策の実施を通じてトラブル未然防止を図る手法である。 

FTA（Fault Tree Analysis の略語）は、システム全体の特定欠陥事象の発生要因

の遡及解析で定性的あるいは定量的な手法であり、システムにおいて発生することが

望ましくない事象（トップ事象という）の解析を行って、その原因系を求める手法で

ある[鈴木 10]。 

FTA とは、安全性・信頼性解析手法の１つでありシステムに起こり得る望ましく

ない事象（特定の故障・事故）を想定し、その発生要因を上位のレベルから順次下位

に論理展開して、最下位の問題事象の発生頻度から最初に想定した特定故障・事故の

発生確率を算出し、同時に故障。事故の因果関係を明らかにする手法のことをいう。 

FTA では、フォールトツリー（FT、故障の木）と呼ばれる樹形図が用いられ、こ

れは解析対象であるシステムに起こり得る特定事象（通例は起っては困る事象で、故

障・事故・異常・危険状態など）を最上位（頂上事象）に置き、これを発生させる原

因事象に展開する。 

さらに、この原因事象の原因となる事象というように展開を繰り返し、根本原因と

なる基本事象まで分解していく。このとき、上位事象と下位事象の関係をブール論理
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（主として論理的 AND、論理的 OR）で表現することで、最下位の各原因事象の発

生頻度から最上位のシステムにおける危険事象の発生確率をブール代数で論理的に

導き出せるようになる。 

FTA は、システムに発生が予測される不具合現象に対して防止対策のために事前

解析技法として開発されたが、実際には、トラブル発生後に原因を探ることを目的に

用いられることが多い。FTA とは、信頼性または安全性の上でその発生が好ましく

ない事象を取り上げ、その事象を引き起こす要因を連鎖的に展開し、その因果関係を

論理記号と事象記号を用いて樹形図（FT 図）に図示し、対策を打つべき発生経路お

よび発生要因、発生確率を解析する手法である。 

FMEA がシステムやプロセスの構成要素に着目し、故障モードというものを中心

においてシステムやプロセス全体への影響メカニズムならびに故障モード発生メカ

ニズムを検討する要因&影響解析である一方、FTA はあらかじめシステムやプロセス

の事故や故障などの起こしてはならない重大な事象をトップ事象として捉え、その発

生要因を逐次展開してゆく要因解析になる。また、FTA は、既に発生したトラブル

事象に対してその発生メカニズムを論理的に解析し、具体的な発生原因と発生経路を

特定する場合にも用いられる。 
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2.6 まとめ 

本章では、鉄鋼分野でのプラント事業におけるプロジェクトマネジメントの中で、

最近、特に注目されているリスクマネジメントに関してその基本プロセスを把握する

ため、リスクマネジメントプロセスモデルの変遷とリスクマネジメントプロセスにつ

いて先行研究の調査を実施した。また、マネジメントの対象となるプロジェクトに存

在する潜在的リスク、プラントの現地立上げ時における現地リスクについて理解を深

めるため、リスク定義やリスクモデルに関する先行研究の調査を行い、過去の知見を

整理した。 

まず、リスクの定義やリスクモデルに関してはプロジェクトの遂行に対して脅威と

なる潜在的な事象や事柄（プロジェクトリスク）や現地調整において存在するリスク

（現地リスク）の定義を明確にし、標準的なリスクモデルについてモデルの構成やそ

の特長を明らかにした。そして、このモデルは根本的な原因を明らかにしているので、

リスクの発生要因や影響範囲を解明し、定量的リスク分析が可能であることもわかっ

た。また、プロジェクトリスクや現地リスクに関して理解を深めることができた。 

次に、各リスクマネジメントプロセスモデルの特徴を理解し、リスクマネジメント

プロセスを明らかにすると同時にプロジェクトマネジャの持つ知識やスキルを最も

有効に活用できるプロセスを選別した。先行研究の中で、FMEA や FTA などの設計

品目の潜在故障のシステムに及ぼす影響解析やシステム全体の特定欠陥事象の発生

要因の遡及解析について論じられていて、これらは製品やシステムの信頼性解析に広

く用いられ、極めて有効なことは知られている。しかしながら、プラント事業におけ

るリスクマネジメントを考えた場合、製品やシステムでの問題点の原因や影響を解析

し、優先順位決めと未然防止策を検討することやシステムに起こり得る望ましくない

事象の発生要因を究明することなどの共通項はあるが、プラントで扱うプロジェクト

リスクや現地リスクといった不確実性の高い事象に対しては実用的ではない。 

従って、プラントでのリスクを考える場合、決定論的方法や確率論的方法のような

合理的な手法は適用が難しく、むしろ簡易で実践的な手法を考えるべきであり、この

観点からリスクを定量的に評価するのではなく、重み付けなどによるリスクの可視化

を目的とした実践的な手法を提案することやプロジェクトマネジャの知識やスキル

といった経験知をうまくリスク評価に取り込み、実践的に応用することが課題である。 
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第 ３ 章 

プロジェクトリスク管理の改善 

 
本章では既設プラント更新工事の国際プロジェクトにおけるプロジェクトリスク

の特定と分類を行い、リスク分析手法の標準化、リスク対策の立案、リスク評価手法

の標準化を行うことでプロジェクトリスク管理の改善を図り、プロジェクトを成功に

導くためのマネジメントについて考察する。 

また、既設プラント更新工事の国際プロジェクトにおけるマネジメントを機器出荷

までのマネジメントプロセスと現地プラント再立上げ時のマネジメントプロセスに

分けて考え、前者におけるエンジニアリングリスクを狭義のプロジェクトリスクとし

て捉え、ここではプロジェクトリスクと定義する。後者における現地リスクについて

は第４章で詳しく述べる。 

プロジェクトリスクを考える上でその影響範囲を考えてみると、見積から機器の出

荷までのプロジェクト遂行においてコスト改善や納期確保が重要なポイントであり、

如何にプロジェクト損失を出さないように抑えるかが課題と言える。 

 

3.1 マネジメントプロセスの改善点 

鉄鋼分野でのリスクマネジメントにおいては、リスク識別、定性的・定量的リスク

分析、リスク対応計画、リスクの監視コントロールはプロジェクトマネジャの裁量に

委ねられているため、プロジェクトマネジャのスキルとなっている。 

そこで、これを共有化するため、リスクマネジメントプロセスの各プロセスでの標

準化を行うことでリスクマネジメントプロセスを体系化すると共にいくつかの改善

点を提案する。 

図 13 はリスクマネジメントプロセスモデルの概念図を示すものである。これは、

鉄鋼分野でのリスクマネジメントに関するプロジェクトマネジャのスキルを４つの
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プロセス（リスク識別、定性的・定量的リスク分析、リスク対応計画、リスクの監視

コントロール）に分けて考え、それぞれのプロセスを共有化するため、４つの改善案

（リスクの特定と分類、リスク分析手法の標準化、リスク対策の立案、リスク評価手

法の標準化）を示すことでプロジェクトマネジャのスキルに依存しない標準化された

プロセスモデルを示している。 

 

• リスク対策
の立案

• リスク評価手法
の標準化

• リスク分析手法
の標準化

• リスクの特定と
分類

リスク

識別

定性的、

定量的

リスク分析

リスク

対応計画

リスクの

監視コント

ロール

 

図 13 リスクマネジメントプロセスモデルの概念図 

 

プロジェクトリスク管理手法の改善案とマネジメントを実行するフォーマット作

りまでの過程を以下に簡単に説明する。また、各プロセスの詳細な方法論については

3.2 以降で詳しく述べる。 

1) リスクの特定と分類については、過去のプロジェクトでの事例やプロジェクトマ

ネジャの経験的知識から普遍的であると思われるリスクを抽出し、それを外的要

因と内的要因に分類してリスク定義書としてまとめることでリスクを一般化で

き、プロジェクト毎にプロジェクトマネジャの裁量でリスクを特定、分類する必

要はなくなる。 
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2) リスク分析手法の標準化については、プロジェクトマネジャが経験的に判断し、

評価しているリスクの発生頻度と影響の発生頻度を導き出すために標準リスク

モデルに示されているリスク事象のドライバーと影響のドライバーを明らかに

して簡易的にリスク事象の発生と影響の発生の重み付けを行うためのリスク分

析シートを作成し、これを使ってリスクの優先順位を決める。また、総損失量に

ついても簡易的に影響レベルを 5 段階で評価することで影響度を簡便に決める。

プラント事業の場合、このように確率論ではなく実用的な点数制の利点はリスク

の発生と影響の発生を厳密な確率論で計算するのは現実的ではなく、むしろ重み

付きチェックリストでの点数制による簡易的な計算の方がリスクを簡便に可視

化でき、リスクの優先順位を決める上でより実践的である。 

3) リスク対策の立案については、標準リスクモデルに対してリスク対策を組み合わ

せたモデルを考え、リスク対策の評価方法について具体的手法を提案する。そし

て、このモデルに示されたリスク対策のドライバーを明らかにして簡易的にリス

ク対策の実行可能性の重み付けを行うためのリスク対策シートを作成する。これ

によって今までプロジェクトマネジャの知識や経験で実行されてきたリスク対

策とその評価結果を可視化することができ、プロジェクトメンバにリスク対応計

画の意義と効果を伝えることができる。また、プロジェクトメンバとリスクを共

有することでリスク対策を効率よく実行できる。損失低減量については簡易的に

低減レベルを 5 段階で評価し、改善度を簡便に決めることでリスク対策の点数制

による簡易的な評価を行い、可視化することで実践的なリスク対応計画を立てる。 

4) リスク評価手法の標準化については、リスク評価手法を標準化することでリスク

定義書に挙げられた各リスク事象に対する評価結果を可視化でき、プロジェクト

の各フェーズでのリスク評価指標のトレンドを分析することができるようにな

る。これにより、これまでプロジェクトマネジャの裁量に任せていたリスクの判

断基準や評価方法を明らかにでき、今後のリスクマネジメントの作業プロセスと

フォーマット作りが完成する。 
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3.2 リスクの特定と分類 

第２章で述べたリスクの定義に従い、プロジェクト遂行の業務フローとリスクとの

関係からリスク事象と考えられるものを特定し、ベテランプロジェクトマネジャが、

過去に実行してきたリスクマネジメントの実態調査をもとにそれを検証する。 

業務フローとしては、見積から契約までの契約段階、基本計画から試験までの実行

段階、現地での調整段階に分けられ、それぞれの品質・技術ドキュメントから鑑みて

リスク事象として考えられるものをいくつか挙げてみる。図 14 にプロジェクト遂行

の業務フローとリスクとの関係を示す。 

また、プロジェクトマネジメント知識エリアからリスクを考え、各マネジメントの

内容から見て関係が深いと思われるリスク事象を特定する。それらは業務フローとも

密接に関係している。図 15 にプロジェクトマネジメント知識エリアとリスクとの関

係を示す。 

契約仕様書
大工程表

体制表
購入仕様書
開発仕様書
S/W仕様書
H/W図面

試験記録
調整要領書

受注コスト、
保証条項、納期、
技術仕様・規格、
契約形態・条件

＜リスク事象＞＜リスクの対象＞

体制、供給区分、
開発仕様、
ドキュメント、
工事内容、特許

現地工程

品質・技術ドキュメント

引き合い

見積

受注活動

契約

基本計画

設計製作

試験

現地

END

購入計画

受入検査

 

図 14 プロジェクト遂行の業務フローとリスクとの関係 
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統合マネジメント

スコープマネジメント

タイムマネジメント

コストマネジメント

品質マネジメント

人的資源マネジメント

コミュニケーション
マネジメント

調達マネジメント

プロジェクト管理の要件

契
約

設
計

現
地

受注コスト

納期

体制

供給区分

開発・ドキュメント

現地工程

リスク事象

技術仕様・規格

試
験

計
画

 

図 15 プロジェクトマネジメント知識エリアとリスクとの関係 

 

まず、最近の鉄鋼分野のプラント事業におけるプロジェクトの現状や事業環境の変

化などからどのような制約があり、どういった環境下でプロジェクトが進められてい

るのかを考え、プロジェクトを遂行する上でのリスクを特定するにあたり、その前提

となる背景について説明する。研究の背景でも述べたように鉄鋼分野のプラント事業

においては、近年、設備の老朽化が進み、顧客の設備投資が既設老朽化更新へと変化

する事業環境の中で、同業他社との熾烈な価格競争や技術の差別化、他社に比べての

優位性の確保など厳しい条件をクリアしなければならない。また、今後、この流れは

海外のプラント事業へと展開されるものと考えられ、国際プロジェクトとしての制約

条件などを考慮する必要がある。ここで、鉄鋼分野のプラント事業の今後の戦略を考

えると、これまで海外に納入してきた鉄鋼プラントの実績から韓国、中国、台湾など

アジア周辺諸国を中心としたマーケットを主体的に考えるのが妥当であり、リスク事

象を考える上では中東やアフリカ諸国ではなく、むしろ比較的政情が安定していて、

しかも経済的にも成長著しい先進国あるいは発展途上国を対象とすることが適切で

ある。従って、このような産業分野での事業環境においてはグローバル化に適応し、

顧客との契約において価格、納期、技術的優位性を考慮した上でリスク事象というも

のを特定するのは必然である。これは価格競争の少ない安全性最優先の原子力プラン

ト事業、宇宙開発などの国家プロジェクト、鉄道や道路などの公共交通事業とは視点
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が異なる。そして、これらのリスク事象は顧客との契約関係において一定の制約を受

けるものであり、外的要因によるリスク事象であると見なされる。 

さらに、競争激化の中、新規技術開発や社外調達品の積極的採用を余儀なくされ、

慢性的なエンジニア不足によるヒューマンリソース問題や既設更新工事の複雑さな

どの制約もあり、このようなプロジェクトの構造的要因からリスク事象というものを

考えなければならないのは必然である。これは、プロジェクトを遂行する環境の中で

一定の制約を受けるものであり、内的要因によるリスク事象であると見なされる。 

このように、鉄鋼分野のプラント事業におけるプロジェクトを考えた場合、諸々の

制約条件の中でプロジェクトを進めなければならず、その中でリスクとして考えてお

くべき「顧客との契約書」に関するものと「プロジェクトを遂行する環境」に関する

ものを網羅的に抽出し、過去の事例や経験的知識から普遍的であると思われるものを

プロジェクトリスクとして特定する。この前提でプラント事業でのプロジェクトの現

状から特定されたリスク事象とその根拠を表 4 に示す。 

表 4 は既設更新プロジェクトにおいて、プロジェクト遅延やプロジェクト損失を発

生させた過去の事例からその要因となった事象をいくつか挙げ、その中で一般的に更

新プロジェクトを遂行する上で当然考えておかなければならないリスク事象を抽出

した。そして、この事例が海外の案件であったことからその特異性を明らかにして、

国際プロジェクトを遂行する上で考慮すべきリスク事象を挙げ、特に、契約に関する

リスク事象を中心に挙げた。抽出項目としては、プロジェクトに共通するもの、既設

更新特有のもの、海外プラント特有のものを選別し、顧客との関係、プロジェクト遂

行上の制約条件などを中心にまとめた。 

次に、3 名のベテランプロジェクトマネジャへの 20 分程度のヒアリングを行い、

想定されるリスクについて実態調査を実施した。対象は、いずれも海外のプラントで

1 つが更新プロジェクト、後の 2 つが新設プロジェクトである。結果をまとめてみる

と、更新プロジェクトでは「製作工程の確保」、「設計・調整の人員確保」、「品質保証

値の達成」など納期、体制、保証に関するものであった。また、新設プロジェクトで

は「モータ製作工程」、「客先との機能分担」、「購入品コスト」など納期、供給区分、

受注コストに関するものであった。この結果から判断すると、先に述べた業務フロー

やプロジェクトマネジメント知識エリアから関係づけられたリスクとほぼ一致する

ことが明らかになったと言える。 
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表 4 プロジェクトのリスク事象とその根拠 

 リスク事象 リスクと考える根拠 

顧
客
と
の
契
約
書 

受注コストを確保できな

い 

他社との価格競争の中で確実に受注するために厳

しいコスト低減を常に行っている。 

契約保証値が達成できな

い 

プラント事業において契約上必ず必要となる項目

であり、他社との差別化を図るために厳しい保証

値の設定が必要となる。 

納期が守れない 客先や機械メーカからの要求により、契約上厳し

い納期設定を強いられる場合がある。 

契約上の制約がある 国際企業間での契約の場合、いくつかの契約形態

（機電分離、機電一括、コンソーシャムなど）が

あり、その違いを考慮する必要がある。 

契約仕様に問題がある 契約前に十分な仕様確認ができず、顧客の要求を

十分に反映できない場合があり、契約後の仕様変

更や顧客満足度の低下を引き起こす。 

規格の違いがある 国際的プラント事業を考えた場合、常に国際標準

(IEC)規格や欧米(DIN,ANSI)規格との違いを考え

ておく必要がある。 

守秘義務がある プラントを受注する上で守秘義務契約の締結を必

要とされる場合がある。 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
遂
行
す
る
環
境 

人員が確保できない 事業環境によってはプロジェクトメンバの確保が

困難な場合がある。 

既設更新工事である 最近の傾向で更新プロジェクトが増加傾向にある

のと既設更新工事の場合、工期に余裕がなくプロ

ジェクトの管理が難しい。 

新規開発品である 初適用のため実績がなく、品質が安定していない

こともあり、技術的に不安要素がある。 

成果物の品質が悪い ソフトウェアの外注化や客先、機械メーカとの分

業制が増えたこともあり、品質管理が難しくなっ

ている。 

社外調達が多い 最近の傾向として自社製品より購入品の比率が上

がっていて、且つ海外からの調達品も増えている。 

他社特許を侵害する 過去の特許侵害の事例を考えると、最近の技術の

多様化や他社の特許請求範囲の煩雑さが影響する

場合がある。 

現地立上げが遅れる 最近、既設更新工事が増えており、現地立上げ厳

守に対する客先の要求が強くなっている。 
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結果的に、表 4 をもとにリスク事象と影響を「契約仕様書」と「プロジェクト環境」

の 2 つのカテゴリーで分類し、「契約仕様書」を受注明細書、契約保証値、納期、契

約形態、技術仕様書、規格、契約条件書の７項目に区分し、「プロジェクト環境」を

プロジェクト体制、工事内容、開発アイテム、ドキュメント、供給区分、特許、現地

立上げの７項目に区分すると、表 5 に示すプロジェクトリスク定義書としてまとまる。 

表 5 プロジェクトリスク定義書 

リスク事象 

影響 
カ
テ
ゴ
リ
ー 

区分 内容 

契
約
仕
様
書 

① 受注明細書 受注コストを確保できない プロジェクト損失の発生 

② 契約保証値 契約保証値が達成できない 追加コストの発生 

③ 納期 納期が守れない 追加コストの発生 

④ 契約形態 契約上の制約がある 追加コストの発生 

⑤ 技術仕様書 契約仕様に問題がある 追加コストの発生 

⑥ 規格 規格の違いがある 追加コストの発生 

⑦ 契約条件書 守秘義務がある 追加コストの発生 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
環
境 

⑧ プロジェクト体制 人員が確保できない 工程遅延 

⑨ 工事内容 既設更新工事である 追加コストの発生 

⑩ 開発アイテム 新規開発品である 追加コストの発生 

⑪ ドキュメント 成果物の品質が悪い 工程遅延 

⑫ 供給区分 社外調達が多い 追加コストの発生 

⑬ 特許 他社特許を侵害する 追加コストの発生 

⑭ 現地立上げ 現地立上げが遅れる 追加コストの発生 
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3.3 リスク分析手法の標準化 

プロジェクトマネジャの過去の知見によって実行されてきた定量的リスク分析に

ついて考察する。 

定量的リスク分析はリスクマネジメントのプロセスの中でも最も重要なプロセス

であり、リスクの根拠となっている事実を知らなければ、ほんとうの意味でのリスク

管理は難しく、根拠のないリスクに時間を取られ、無駄な時間を費やすことになる。 

従って、図 3 の標準リスクモデルに示されているようにリスク事象のドライバーと

影響のドライバーとなり得る「事実」を明らかにすることが重要であり、リスクマネ

ジメントの基本である。 

図 3 の標準リスクモデルに示されているリスク事象の発生確率、影響の発生確率を

それぞれリスクの発生頻度、影響の発生頻度に置き換えて簡易的にそれぞれの発生の

重み付けを行う。また、総損失量は影響度に置き換えて簡易的に影響レベルで評価す

る。そして、リスクの発生頻度と影響の発生頻度と影響度の積で導き出される期待損

失をリスク評価指標として考えることとする。 

また、プロジェクトマネジャの経験が必要とされるリスク分析においてリスク分析

手法の標準化を考える。リスクの特定と分類によって作成されたリスク定義書をもと

にリスク事象のドライバーと影響のドライバーを明らかにし、リスク分析シートを作

成する。プロジェクト環境の中に存在し、特定のリスク事象の発生へ導くと思われる

根拠をリスク事象毎に 5 個抽出する。これは、プラント事業でのプロジェクトリスク

について過去にリスク評価を実施した数名のベテランプロジェクトマネジャの経験

をもとに表 4 に示した「リスクと考える根拠」を分析した結果、リスク事象の根拠と

なる事実は 5 項目が妥当であるとの結論に至ったからである。 

過去の事例を参考に、プロジェクトマネジャが「なぜリスクと捉えたのか」、「なぜ

リスク事象が発生すると考えたのか」を考慮し、一般的に、既設プラント更新の国際

プロジェクトを遂行する上でプロジェクトに存在する事実（5 項目）をリスク事象の

ドライバーとして挙げる。この場合、ドライバーは既設プラント更新の国際プロジェ

クトにおいて普遍的な要因でなければならない。 

表6と表7は過去の事例から抽出したリスク事象のドライバーを列挙したものであ

る。 
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表 6 リスク事象のドライバー(1) 

リスク事象 リスク事象のドライバー 

契
約
仕
様
書 

受注コストを確保できない 

1) 受注時の採算が良くない 

2) 見積コストの精度が悪い 

3) コスト変動要素を多く含む 

4) 予備費が 5%以下である 

5) 受注範囲が広い 

契約保証値が達成できない 

1) 従来と比べ厳しい保証値である 

2) 設備的に厳しい保証値である 

3) 新機能が多く含まれている 

4) 調整パラメータが多い 

5) 高度な技術が含まれている 

納期が守れない 

1) 超短納期案件である 

2) 客先仕様確認に時間がかかる 

3) 仕様変更が多い 

4) 部品調達に時間がかかる 

5) 案件が輻輳している 

契約上の制約がある 

1) コンソーシャム契約である 

2) 機械、電気の分離契約である 

3) 契約条項が特殊である 

4) すべて FOB 契約である 

5) フルターンキー契約である 

契約仕様に問題がある 

1) 不明確な点が多い 

2) 自社の標準仕様と違う 

3) 顧客要求が反映されていない 

4) 過去の仕様と違う 

5) 特殊仕様がある 

規格の違いがある 

1) 国際標準(IEC)規格である 

2) 欧米(DIN,ANSI)規格である 

3) 客先購入基準がある 

4) 日本(JIS,JEC,JEM)規格が適用できない 

5) 旧規格が適用されている 

守秘義務がある 

1) 条件が明確でない 

2) 契約書の記載があいまいである 

3) 過去に経験がない 

4) 対象が明確でない 

5) 対象範囲が広い 
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表 7 リスク事象のドライバー(2) 

リスク事象 リスク事象のドライバー 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
環
境 

人員が確保できない 

1) 社内人員が不足している 

2) 業務経験者が少ない 

3) 協力会社への委託が困難 

4) 高負荷の状況である 

5) 請負業者が不足している 

既設更新工事である 

1) 他社製品改造が含まれる 

2) 全面更新である 

3) 客先変更箇所が多い 

4) 既設システムが複雑である 

5) 10 年以上経過した設備である 

新規開発品である 

1) 他に適用事例がない 

2) 開発に新しい技術を要する 

3) 短期開発品である 

4) 開発要素が多い 

5) 開発コンセプトが明確でない 

成果物の品質が悪い 

1) 作成ドキュメントの完成度が低い 

2) 客先の作業分担比率が高い 

3) 機械の作業分担比率が高い 

4) 標準仕様が適用されていない 

5) 流用元が不明確である 

社外調達が多い 

1) 購入品比率が高い 

2) 現地調達品が多い 

3) 合作品の割合が高い 

4) 海外購入品が多い 

5) 機械メーカ指定品が多い 

他社特許を侵害する 

1) 他社特許調査が不十分である 

2) 自社の特許範囲が狭い 

3) 自社の特許が少ない 

4) 類似の特許が多い 

5) 特許に対する関心が薄い 

現地立上げが遅れる 

1) 現地調整工程が短い 

2) 客先からの工程短縮要求がある 

3) S/W 品質に問題がある 

4) 従来と比べ機能が複雑である 

5) 現場のコミュニケーションが良くない 

 



46 

同様に、プロジェクト環境の中に存在する事実であり、特定の影響が起こることを

確信させるような根拠をリスク事象毎に N 個（N は任意）抽出する。過去の事例を

参考にプロジェクトマネジャが「なぜ影響と捉えたのか」、「なぜ影響が発生すると考

えたのか」を考慮し、一般的に既設プラント更新の国際プロジェクトを遂行する上で、

プロジェクトに存在する事実（N 項目）を影響のドライバーとして挙げる。この場合、

ドライバーは既設プラント更新の国際プロジェクトにおいて普遍的な要因でなけれ

ばならない。 

表 8 と表 9 は過去の事例から抽出した影響のドライバーを列挙したものである。 

表 6～表 9の各ドライバーについては何人かのベテランプロジェクトマネジャから

のヒアリング結果を基に比較的多かった 5 項目を抽出した。 



47 

表 8 影響のドライバー(1) 

リスク事象 影響のドライバー 影響レベル 

契
約
仕
様
書 

受注コスト

を確保でき

ない 

見積価格差異によるコストアップが発生 

原材料高騰によるコスト高が発生 

予備費予算オーバによる損失発生 

購入品のコストアップが発生 

損
失 

5000 万円以上 

2500 万円以上 

1000 万円以上 

100 万円以上 

100 万円未満 

契約保証値

が達成でき

ない 

契約書に保証値に対するペナルティがある 

現地調整期間が延びる 

現地での仕様追加が必要となる 

新機能開発が必要となる 

追
加
費
用 

5000 万円以上 

2500 万円以上 

1000 万円以上 

100 万円以上 

100 万円未満 

納期が 

守れない 

契約書に納期遅れによるペナルティがある 

客先からの入金が遅れる 

輸送費の追加費用が発生する 

為替差損が発生する 

追
加
費
用 

5000 万円以上 

2500 万円以上 

1000 万円以上 

100 万円以上 

100 万円未満 

契約上の 

制約がある 

他社からの追加請求がある 

契約上のペナルティが発生する 

追
加
費
用 

5000 万円以上 

2500 万円以上 

1000 万円以上 

100 万円以上 

100 万円未満 

契約仕様に

問題がある 

仕様不明点に関するコストアップがある 

非標準に対するコストアップが発生する 

仕様変更に対するコストアップがある 

流用率が下がる 

特殊仕様に対するコストアップがある 

追
加
費
用 

5000 万円以上 

2500 万円以上 

1000 万円以上 

100 万円以上 

100 万円未満 

規格の違い

がある 

生産コストが増える 

特殊設計が増える 

外部からの調達によるコストアップがある 

追
加
費
用 

5000 万円以上 

2500 万円以上 

1000 万円以上 

100 万円以上 

100 万円未満 

守秘義務が

ある 

契約書の規定を守れない 

罰金が課せられる 

追
加
費
用 

5000 万円以上 

2500 万円以上 

1000 万円以上 

100 万円以上 

100 万円未満 
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表 9 影響のドライバー(2) 

リスク事象 影響のドライバー 影響レベル 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
環
境 

人員が確保

できない 

適切なタイミングで技術者を投入できない 

必要以上に製作時間がかかる 

工
程
遅
延 

3 ヶ月以上 

2 ヶ月以上 

1 ヶ月以上 

1 ヶ月未満 

無 

既設更新工

事である 

既設調査に時間を要する 

客先改造分が多く、仕様追加が発生する 

現物との不一致が発生、手直しが多発する 

追
加
費
用 

5000 万円以上 

2500 万円以上 

1000 万円以上 

100 万円以上 

100 万円未満 

新規開発品

である 

技術検討に時間を要する 

専門技術者が多数必要となる 

開発予算が少ない 

開発工数が多い 

解決すべき技術課題が多い 

追
加
費
用 

5000 万円以上 

2500 万円以上 

1000 万円以上 

100 万円以上 

100 万円未満 

成果物の品

質が悪い 

手直しが多く、修正に時間を要する 

客先、機械との作業工程に差異が発生する 

試験に時間を要する 

工
程
遅
延 

3 ヶ月以上 

2 ヶ月以上 

1 ヶ月以上 

1 ヶ月未満 

無 

社外調達が

多い 

為替変動による差損がある 

特殊仕様に対する価格アップ要求がある 

仕様変更に対する価格交渉が難しい 

原材料高騰による購入価格がアップする 

追
加
費
用 

5000 万円以上 

2500 万円以上 

1000 万円以上 

100 万円以上 

100 万円未満 

他社特許を

侵害する 

特許権がない 

特許使用料が発生する 

追
加
費
用 

5000 万円以上 

2500 万円以上 

1000 万円以上 

100 万円以上 

100 万円未満 

現地立上げ

が遅れる 

追加の現地調整 SV 費用が発生する 

生産開始遅れに対する費用請求がある 

現地工事費の追加が発生する 

追
加
費
用 

5000 万円以上 

2500 万円以上 

1000 万円以上 

100 万円以上 

100 万円未満 
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リスク事象の発生頻度、影響の発生頻度、およびリスク評価指標の決定プロセスを

以下に示す。また、図 16 はリスク評価指標の決定フロー図を示すものである。 

① プロジェクトマネジャが実際に契約仕様書に記載されている内容やプロジェクト

に課せられている条件などから総合的に判断して、表 6、7 に示したリスク事象の

ドライバーとなる事実の存在を「1：有」か「0：無」で判定し、その結果の合計

値をリスク事象の発生頻度として数値化する。 

② プロジェクトマネジャが実際に契約仕様書に記載されている内容やプロジェクト

に課せられている条件などから総合的に判断して、表 8、9 に示した影響のドライ

バーとなる事実の存在を「1：有」か「0：無」で判定し、その結果の合計値を影

響の発生頻度として数値化する。 

③ リスク事象が発生した場合のプロジェクトに与える損害の大きさ、契約上のペナ

ルティの大きさなどをプロジェクトの規模やスケジュール、開発規模やシステム

の複雑さなどから判断して、影響度として 5 段階の影響レベルの中から選定する。

影響度についてはリスク事象毎に内容が異なっており、それぞれのリスク事象に

対応した適切な影響レベルを選定する必要がある。 

④ リスク事象の発生頻度、影響の発生頻度、影響度の積からリスク評価指標である

期待損失を求める。 
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図 16 リスク評価指標の決定フロー図 

START 

0 or 1 
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END 
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4：高い 
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‘n’は①～⑭の各

リスク事象と影響

のドライバーの数 

存在有無判定 

“存在無：0” 

“存在有：1” 

影響の 
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（1 ≦ Pi ≦ N） 

Pi = Σ（In） 

n = 1 ~ N 

影響度 

(Lt) 

期待損失 

(Le) 
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3.4 リスク対策の立案と評価手法の標準化 

図 3 の標準リスクモデルを使い、リスク事象のドライバーや影響のドライバーを明

確にすることでリスク事象の発生や影響の発生を予測し、この発生頻度と影響度から

期待損失を導き出すことは可能である。しかしながら、リスクに対する具体的対策が

明確に示されているわけではないのでリスクに対する対策の立案が難しい。そのため、

リスク管理を行う上でいくつかの改善が必要である。 

つまり、リスクの予防、回避、軽減など必要とされる具体的なリスク対応策を明確

にしてリスク評価に繋げることが重要であり、プロジェクトを成功させる上での課題

である。 

図 3 の標準リスクモデルを適用した場合、リスク事象の発生頻度、影響の発生頻

度、影響度から導き出された期待損失をリスク評価指標としてリスクのランク付けを

することができる。 

しかしながら、リスク管理を行う上ではリスク対策について具体的施策が提示さ

れておらず、リスク対策の評価指標が明確でないため、リスクに対してどのように対

処すればよいのか具体的な対応が難しいと考える。 

そこで、リスク評価対象であるリスク事象の発生頻度と影響の発生頻度を抑える

ためにリスク事象のドライバーと影響のドライバーに対して抑制効果を期待できる

リスク対策を明確にする必要があり、具体的なリスク対策の提示とその評価方法につ

いて提案する。図 17 にリスク対策を組み合わせたモデルを示す。 

リスク対策としては、主としてリスク事象のドライバーに働きかける予防と回避、

影響のドライバーに働きかける不測事態対応や予備などの軽減策があり、その具体的

な対策と評価方法を明確にすることが重要となる。 
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1) リスク対策…リスク事象の予防と回避，影響や総損失量の軽減に繋がる対策。 

2) リスク対策のドライバー…リスク事象のドライバーや影響のドライバーに対し

て軽減効果のある具体的施策。 

3) リスク対策の実行可能性…リスク対策が実行できる見込み。 

4) 損失低減量…リスク対策が実行された場合に生じる損失低減の大きさ。日数また

は金額で表現される。 

図 17 リスク対策を組み合わせたモデル 
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リスク対策の
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損失低減量（Rt） リスク対策 

影響度（Lt） 影響 

影響の 

ドライバー 

リスク事象の

ドライバー 

リスク事象の

発生頻度（Pe） 

影響の 

発生頻度（Pi） 

リスク事象 

 

予防と回避 軽減 
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リスク対策の評価指標として（2）式にリスク対策の実行可能性と損失低減量から

期待効果を算出する数式を示す。 

リスク対策の実行可能性(Pa) × 損失低減量(Rt) ＝ 期待効果(Re) … （2） 

図 17 に示したリスク対策を組み合わせたモデルは、リスクの優先順位付けと実行

すべきリスク対策を選定することができ、リスクの抑制に繋げることができる。 

この場合、新たなリスク評価指標としては、（3）式に示すように期待損失（Le）

と（2）式の期待効果（Re）の差分から導き出される改善損失（Li）となる。 

期待損失(Le) － 期待効果(Re) ＝ 改善損失(Li) … （3） 

第２章で述べた標準リスクモデルでは、リスクの発生源、影響の発生源、影響度な

どに着目し、リスクの優先順位付けを主体としている。これに対して、リスク対策を

組み合わせたモデルは、リスク対策の具体的な施策、およびその実行可能性と損失低

減量から導き出される期待効果を取り入れることで、実行すべきリスク対策の計画及

びその評価が可能となり、有効且つ積極的にリスクへの対応ができる。つまり、これ

は積極的なリスクコントロールを主体としたモデルを構築している点で新規性があ

ると言える。図 17 に示したリスク対策を組み合わせたモデルを使って新たな評価指

標を決定する方法について標準化を考えてみる。 

具体的にはまずリスク対策の基本、即ち、「リスクの発生原因となった事実を取り

除くことでリスクの発生を防ぐ‘回避’」、「他の組織などへリスクを移転する‘転換’」、

「リスクの影響を減らす‘軽減’」、「予備の手段や計画を準備する‘冗長化’」を踏ま

えてリスク対策の具体策を考える。 

実際、リスク事象のドライバーと影響のドライバーに対して最も効果的な‘リスク

回避’や‘リスク軽減’の具体的リスク対策を示すことが重要であり、リスク事象の

ドライバーや影響のドライバーを解決する具体策をリスク事象毎に 5 個抽出する。 

この場合、プロジェクトマネジャが過去に実施してきたリスク事象のドライバーに

対する回避策や予防策、影響のドライバーに対する不測事態対応策を考慮して、一般

的に既設プラント更新の国際プロジェクトにおいてプロジェクトで実施されている

リスク対策を具体策として挙げる。表 10 と表 11 は、過去の事例をもとに抽出した

リスク対策の具体策を列挙したものである。 

表 10～表 11 の各ドライバーについては、何人かのベテランプロジェクトマネジャ

からのヒアリング結果を基に比較的多かった 5 項目を抽出した。 
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表 10 リスク対策のドライバー(1) 

リスク事象 リスク対策のドライバー 低減レベル 

契
約
仕
様
書 

受 注 コ ス

ト を 確 保

できない 

1) コスト低減を徹底する 

2) 再見積によるコストの精度アップを行う 

3) コスト変動要因を排除する 

4) 予備費を 5%以上 10%未満とする 

5) 営業に対して売上価格アップを要求する 

損
失
改
善 

5000 万円以上 

2500 万円以上 

1000 万円以上 

100 万円以上 

100 万円未満 

契 約 保 証

値 が 達 成

できない 

1) 保証条件を明確にする 

2) 設備改善提案を行う 

3) 他案件で実績のある機能を適用する 

4) シンプルな調整方法を検討する 

5) 他案件で経験のある調整員を集める 

コ
ス
ト
改
善 

5000 万円以上 

2500 万円以上 

1000 万円以上 

100 万円以上 

100 万円未満 

納 期 が 守

れない 

1) 客先と納期交渉を行う 

2) 仕様決定を早める 

3) 仕様変更を受け付けない 

4) 分割出荷を検討する 

5) 納期ペナルティを支払う 

コ
ス
ト
改
善 

5000 万円以上 

2500 万円以上 

1000 万円以上 

100 万円以上 

100 万円未満 

契 約 上 の

制 約 が あ

る 

1) 契約条件を替える 

2) 契約条件を遵守する 

3) 機械とのコミュニケーションを良くする 

4) 特殊条項を排除する 

5) 過去の経験を参考にする 

コ
ス
ト
改
善 

5000 万円以上 

2500 万円以上 

1000 万円以上 

100 万円以上 

100 万円未満 

契 約 仕 様

に 問 題 が

ある 

1) 仕様を明確にする 

2) 仕様変更を客先へ求償する 

3) 仕様変更を最小限に留める 

4) 代案を客先へ申入れ、承認を得る 

5) 特殊仕様を減らす 

コ
ス
ト
改
善 

5000 万円以上 

2500 万円以上 

1000 万円以上 

100 万円以上 

100 万円未満 

規 格 の 違

いがある 

1) 日本(JIS,JEC,JEM)規格を採用する 

2) 契約規格通りの製品を購入する 

3) 規格相違点の抽出と設計変更の最小化 

4) 規格の相違点を見つけ、客先承認を得る 

5) 新規格で客先の承認を得る 

コ
ス
ト
改
善 

5000 万円以上 

2500 万円以上 

1000 万円以上 

100 万円以上 

100 万円未満 

守 秘 義 務

がある 

1) 守秘義務の条件を明確にする 

2) 守秘義務の契約条項を改訂する 

3) 守秘義務に関して再協議する 

4) 守秘義務の対象を明確にする 

5) 守秘義務の対象範囲を限定する 

コ
ス
ト
改
善 

5000 万円以上 

2500 万円以上 

1000 万円以上 

100 万円以上 

100 万円未満 
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表 11 リスク対策のドライバー(2) 

リスク事象 リスク対策のドライバー 低減レベル 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
環
境 

人 員 が 確

保 で き な

い 

1) 技術者を増員する 

2) 外部へ業務委託する 

3) 標準化推進などの業務改善を行う 

4) 他案件と共同で業務を遂行する 

5) 現状の人員で対応する 

工
数
改
善 

3 ヶ月以上 

2 ヶ月以上 

1 ヶ月以上 

1 ヶ月未満 

無 

既 設 更 新

工 事 で あ

る 

1) 他社製品改造を客先へ依頼する 

2) 不明点を徹底的に洗い出す 

3) 更新範囲を明確にする 

4) 簡単なシステム更新方法を提案する 

5) 既設調査を十分行う 

コ
ス
ト
改
善 

5000 万円以上 

2500 万円以上 

1000 万円以上 

100 万円以上 

100 万円未満 

新 規 開 発

品である 

1) 開発経験者を集める 

2) 他部門へ開発を委託する 

3) 代案を検討する 

4) 開発要素を分割、他部門へ依頼する 

5) 新規開発品の予算を追加する 

コ
ス
ト
改
善 

5000 万円以上 

2500 万円以上 

1000 万円以上 

100 万円以上 

100 万円未満 

成 果 物 の

品 質 が 悪

い 

1) 他社との作業工程調整を行う 

2) 客先との作業分担範囲を見直す 

3) 機械との作業分担範囲を見直す 

4) 標準ドキュメントを積極的に採用する 

5) 過去の類似プラントの成果物を極力流用 

工
数
改
善 

3 ヶ月以上 

2 ヶ月以上 

1 ヶ月以上 

1 ヶ月未満 

無 

社 外 調 達

が多い 

1) 社外調達品の割合を減らす 

2) 標準品を購入する 

3) メーカ競合により購入品価格を下げる 

4) 海外購入品は為替予約を採用する 

5) 機械メーカ指定を減らす 

コ
ス
ト
改
善 

5000 万円以上 

2500 万円以上 

1000 万円以上 

100 万円以上 

100 万円未満 

他 社 特 許

を 侵 害 す

る 

1) 自社と他社の特許の違いを明確にする 

2) 自社の特許請求範囲を拡大する 

3) 自社の特許を増やす 

4) 他社特許を侵害する範囲を最小限にする 

5) 特許料を支払う 

コ
ス
ト
改
善 

5000 万円以上 

2500 万円以上 

1000 万円以上 

100 万円以上 

100 万円未満 

現 地 立 上

げ が 遅 れ

る 

1) 現地調整工程の再検討を行う 

2) 客先と交渉する 

3) S/W の出荷品質を上げる 

4) 他案件で実績のある機能を適用する 

5) ベテラン調整員を採用する 

コ
ス
ト
改
善 

5000 万円以上 

2500 万円以上 

1000 万円以上 

100 万円以上 

100 万円未満 
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リスク対策の実行可能性、新たなリスク評価指標の決定プロセスを以下に示す。

また、図 18 は新たなリスク評価指標の決定フロー図を示すものである。 

① リスク対策の具体的施策の中で実行可能な施策を特定し，リスク対策の実行可能

性を決定する。リスク対策の実行可能性を決定するため、プロジェクトマネジャ

が実際に契約上の制約条件や実務上の制約、プロジェクトの状況などから総合的

に判断して、表 10 と表 11 に挙げられたリスク対策の具体策の実行可能か否かを

「1：実行可能」か「0：実行不可」で判定し、その結果からリスク対策の実行可

能性を数値化する。 

② リスク対策が実行された場合のプロジェクト損失や契約上のペナルティなどに対

する抑制効果を工数削減やコスト削減などの面から判断して、損失低減量として、

5 段階の改善レベルの中から選定する。損失低減量についてはリスク事象毎に内容

が異なっており、それぞれのリスク事象に対応した適切な改善レベルを選定する

必要がある。 

③ リスク対策の実行可能性と損失低減量の積により期待効果を算出する。 

④ 図 16に示すリスク評価指標の決定フローにより求められた期待損失と③で求めら

れた期待効果の差分によって導き出された改善損失をプロジェクトリスク管理の

ための新たなリスク評価指標とする。 
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図 18 新たなリスク評価指標の決定フロー図 
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これまで説明してきた内容を整理し、プロジェクトリスク管理改善の作業プロセ

スを簡潔にまとめると以下のようになる。 

 

① リスク特定と分類のプロセスにおいて、リスク事象と影響が特定され、表 5 に示

すようなプロジェクトリスク定義書が生成される。 

② 定量的リスク分析のプロセスにおいて、リスク事象のドライバー、影響のドライ

バー、影響レベルが決定され、リスク事象の発生確率、影響の発生確率、総損失

量が決定される。 

③ リスク対策のプロセスにおいて、リスク対策の具体策、改善レベルが決定され、

リスク対策の実行可能性と損失低減量が決定される。 

④ リスク評価のプロセスにおいて、プロジェクトリスク定義書に示された各リスク

事象と影響に対して、リスク事象の発生頻度、影響の発生頻度、影響度から期待

損失が決定され、リスク対策の実行可能性、損失低減量から期待効果が決定され

る。そして、期待損失、期待効果から改善損失が決定される。 

⑤ リスク監視のプロセスにおいて、プロジェクトのフェーズ毎に管理目標が設定さ

れ、各フェーズでの改善損失の集計結果との差異がモニタリングされる。 

 

図 19 はリスク特定と分類からリスク監視までの作業プロセスの流れと各プロセス

での成果を示したものである。 
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図 19 プロジェクトリスク管理改善の作業プロセスのフロー図 
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3.5 実プロジェクトによる検証 

本論文で提案する標準化されたリスク分析・評価手法を使って、実プロジェクトで

のリスクの監視コントロールのシミュレーションを行い、従来プロジェクトマネジャ

の知識や経験に頼って実行されてきたリスクマネジメントによる評価結果と比較す

ることで、プロジェクトリスク管理改善案の有効性を検証する。 

ここでのシミュレーションとは、実プロジェクトを対象とした場合のリスク再評価

であり、実際の既設プラント更新の国際プロジェクトにおいて、著者自らがリスクの

評価を手作業で行ったものである。 

検証方法としては、鉄鋼プラント熱間圧延設備既設制御システム更新プロジェクト

（契約が 2005 年 10 月、現地立上げが 2007 年 10 月の約 2 年間のプロジェクト）を

対象にプロジェクトマネジャ歴約 10 年の著者自らが表 5 に示すプロジェクトリスク

定義書からリスク事象のドライバー有無、影響のドライバー有無の判別、影響レベル

の選定、リスク対策の具体策の実行可否の判別、改善レベルの選定等を行い、プロジ

ェクトリスクの定量的分析と対策立案を実施する。これは、本研究の評価手法を使っ

て複数のプロジェクトマネジャが実施、検証すると数年はかかるため、標準化適用の

先駆けとしてまず著者自らがシミュレーションを行い、シミュレーションで得られた

リスク評価結果を過去の結果と比較して類似の評価結果であることを確認するため

に実施するものである。 

図 20 に過去の類似プラントにおいて数名のベテランプロジェクトマネジャが行っ

たプロジェクトリスク評価結果をまとめた。 

この結果はベテランプロジェクトマネジャに 14 項目のリスク事象に対してリスク

事象のドライバー、影響のドライバー、対策のドライバーを意識せずにプロジェクト

マネジャ独自の判断でリスクの発生頻度、影響度、対策難度について、5 段階評価を

実施してもらい、最大で各 5 点の重み付けによる各リスク事象の評価点（最大で

5×5×5＝125 点）の合計で算出した結果をまとめたものである。 

即ち、20 年以上プロジェクトマネジャを経験されたベテランの方が自らの経験知

でリスク発生頻度、影響度、対策難度を評価し、リスクの重み付けを行い、その点数

評価をベテランプロジェクトマネジャ毎にトレンドグラフにまとめたものである。 
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図 20 過去の類似プラントにおけるプロジェクトリスク評価結果 
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まず、対象となるプロジェクトにおいてプロジェクトリスクに関するプロジェクト

リスク管理計画を立てる。図 19 に示す作業プロセスのフローに従い、プロジェクト

リスク定義書をもとに見積から現地調整前までのプロジェクト遂行過程において各

リスク事象の改善損失を記入するためのリスク管理表を準備する。 

次に、プロジェクト遂行過程においてリスクの監視コントロールを実践するため、

以下の手順でプロジェクトリスク管理を進める。 

 

① 対象プロジェクトのエンジニアリング工程から各フェーズでのデザインレビュー

工程を決定する。対象プロジェクトでのデザインレビュー工程を表 12 に示す。 

 

② 見積から現地調整前までの各フェーズにおいて対象プロジェクトでの改善損失の

総和の管理値としてリスク許容ボーダーラインを決定する。これは、過去の類似

プラントの実績データから想定して決めたものであり、各フェーズのリスク評価

指標の最大値（1750）の 35%から 5%ずつの下げ幅で設定されている。 

 

③ 各フェーズでデザインレビューを行い、同時にプロジェクトリスクの定量的分析

と対策立案を実施する。そして図 19 の作業プロセスのフローに従い、フェーズ毎

に各リスク事象の改善損失をリスク管理表（表 13 参照）にまとめ、各リスク事象

の改善損失の割合と推移を把握するため、図 21 にそのトレンドグラフを示す。 

 

④ 各リスク事象の改善損失の総和を求め、それをグラフ化してプロジェクト進捗に

応じた改善損失の実績トレンド、及びリスク許容ボーダーラインとの差異を監視

する。図 22 は改善損失の総和の推移をグラフ化したものである。 

 

⑤ リスク対策の分析・評価によって実行可能と判断されたリスク対策の具体策につ

いては、次のフェーズにおいて実施状況を確認し、確実に実行されたかどうかを

チェックして、その結果をプロジェクト報告書に記載すると同時にリスク対策の

達成度としてリスク対策の分析・評価に反映する。 
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表 12 プロジェクトのデザインレビュー工程 

時期 イベント デザインレビュー 入力情報 成果物 

2005 年 7 月 見積開始 見積 DR 客先購入仕様書 見積仕様書 

2006 年 2 月 契約成立 計画 DR 契約仕様書 機能仕様書 

2007 年 3 月 仕様凍結 設計 DR 機能仕様書 S/W 設計仕様書 

2007 年 5 月 設計完了 製作 DR S/W設計仕様書 プログラムリスト 

2007 年 6 月 S/W 出図 試験 DR 試験仕様書 試験成績書 

2007 年 9 月 S/W 出荷 出荷 DR 試験成績書 出荷判定書 

2007 年 10 月 現地調整前 現調 DR 現地工程&体制 現地調整要領書 

DR：Design Review 

 

表 13 見積から現地調整前までのリスク管理表（改善損失） 

改善損失

見積
DR

計画
DR

設計
DR

製作
DR

試験
DR

出荷
DR

現調
DR

① 受注コストをキープできない 75 50 45 25 0 0 0

② 契約保証値が達成できない 55 55 50 50 50 50 40

③ 納期が守れない 60 56 36 36 20 4 0

④ 契約上の制約がある 16 0 0 0 0 0 0

⑤ 契約仕様に問題がある 115 85 45 40 40 5 5

⑥ 規格の違いがある 21 21 18 6 6 6 6

⑦ 守秘義務がある 3 3 0 0 0 0 0

⑧ 人員が確保できない 40 40 40 35 10 0 0

⑨ 既設更新工事である 70 70 55 5 5 5 5

⑩ 新規開発品である 20 20 20 20 8 4 4

⑪ 成果物の品質が悪い 20 20 10 10 5 0 0

⑫ 社外調達が多い 25 20 20 10 0 10 0

⑬ 他社特許を侵害する 3 3 1 1 1 2 0

⑭ 現地立上げが遅れる 30 30 25 25 25 15 20

改善損失の総和 553 473 365 263 170 101 80

リスク事象No.
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図 21 各リスク事象の改善損失の推移 
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図 22 改善損失の総和の推移 
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リスクの監視コントロールプロセスを簡単にまとめたものを図 23 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 23 リスクの監視コントロールプロセス 
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標準リスクモデル（図 3）を適用した場合について、リスクの監視コントロールの

シミュレーションを行い、見積から現地調整前までのプロジェクト遂行過程における

各リスク事象のリスク評価指標（期待損失）をリスク管理表（表 14 参照）にまとめ

た。各リスク事象の期待損失の割合と推移を把握するため、図 24 にトレンドグラフ

を示す。図 25 は期待損失の総和の推移をグラフ化したものである。 

 

表 14 見積から現地調整前までのリスク管理表（期待損失） 

期待損失

見積
DR

計画
DR

設計
DR

製作
DR

試験
DR

出荷
DR

現調
DR

① 受注コストをキープできない 80 60 60 40 20 20 20

② 契約保証値が達成できない 60 60 60 60 60 60 60

③ 納期が守れない 64 64 48 48 32 16 4

④ 契約上の制約がある 24 12 12 12 12 12 12

⑤ 契約仕様に問題がある 125 100 60 60 60 30 30

⑥ 規格の違いがある 27 27 27 18 9 9 9

⑦ 守秘義務がある 9 9 6 6 6 6 6

⑧ 人員が確保できない 50 50 50 50 30 5 5

⑨ 既設更新工事である 75 75 75 25 25 25 25

⑩ 新規開発品である 24 24 24 24 12 8 8

⑪ 成果物の品質が悪い 30 30 20 20 20 10 10

⑫ 社外調達が多い 40 40 40 30 20 20 10

⑬ 他社特許を侵害する 6 6 4 4 4 4 4

⑭ 現地立上げが遅れる 40 40 40 40 40 30 40

期待損失の総和 654 597 526 437 350 255 243

リスク事象No.
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図 24 各リスク事象の期待損失の推移 
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図 25 期待損失の総和の推移 
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本シミュレーションは、リスク対策を組み合わせたモデルを適用し、標準化された

リスク分析・評価手法を使って検討されており、その結果は、プロジェクトの全工程

において過去に実施されていたベテランプロジェクトマネジャの経験知に依存する

リスク評価方法の評価結果から定めたリスク許容ボーダーラインよりも低い評価点

となっている。また、各フェーズにおけるリスク評価点の傾向を見てもプロジェクト

マネジャ歴 20 年以上のベテランが評価した結果とほぼ同じような結果が得られたこ

とは、この改善案が実務的に有効であることを示すものである。従って、この手法を

使えばプロジェクトマネジャ歴約 10 年のマネジャクラスの人が行っても 20 年以上

経験のあるベテランマネジャとほぼ同等の結果が得られそうである。即ち、ベテラン

マネジャの持つスキル（経験知）を共有化したことに他ならない。 

さらに、リスク対策を組み合わせたモデルを適用した場合、リスクの要因とリスク

対策の具体策が明らかとなり、リスクの監視コントロールを容易に進めることができ

る。そして、プロジェクトを遂行する過程において、リスク対策が確実に実行された

かどうかをモニタリングすることでリスクへの対応が強化される。 

図 22 と図 25 のシミュレーション結果については、実プロジェクトでの評価点を

使っており、対策についても実プロジェクトで実際に対策を行った結果の評価点とし

ている。対策は実プロジェクトの各フェーズで評価し、実行可能なものを選択した上

で、実際に対策を実施している。 

しかしながら、現地調整前デザインレビューにおいて改善損失の総和はリスク許容

ボーダーラインとほぼ同じであり、表 13 からもわかるように「契約保証値が達成で

きない」、「現地立上げが遅れる」のリスク事象に対する改善損失が他のリスク事象と

比べて大きい。図 21 からもこの 2 項目については他のリスク事象と比べて見積から

の改善があまり見られない。従って、このリスク事象に対するリスクマネジメントを

実行する上でも現地立上げ時から品質・性能保証試験完了までのリスクマネジメント

は必要不可欠であり、プロジェクトを成功させる上で重要なポイントであると考える。

これについては次章の現地リスクマネジメント手法の提案で詳しく説明する。 
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第 ４ 章 

現地リスクマネジメント手法の提案 

 
本章では既設プラント更新工事の国際プロジェクトにおける現地リスクを特定し、

リスクの定量的分析、リスクへの対応策の策定、リスクの定量的評価を提示し、現地

リスクマネジメントのプロセスモデルを構築する。 

また、既設プラント更新工事の国際プロジェクトにおける現地プラント再立上げ時

のリスクをここでは現地リスクと定義する。現地リスクを考える上でその影響範囲を

考えてみると、現地での定修工事開始から設備再稼働後の性能試験完了までの現地再

立上げ作業遂行において設備再稼働日の厳守、設備再稼働後の操業安定化、生産品質

安定化が重要なポイントであり、如何にして契約ペナルティや設備再稼働遅れに対す

る補償などの損失を発生させず、且つ顧客の信頼を裏切らないようにするかが課題と

言える。 

 

4.1 マネジメントプロセスモデルの構築 

鉄鋼分野における現地リスクマネジメントの現状分析によると、サイトマネジャが

現地でのリスク特定と分析を行い、プロジェクトマネジャがリスク対策と処理を行う

分業制となっている。 

そこで、プロジェクトマネジャの現地リスクの認知度向上と迅速な対応、及び現地

リスクまで含めたリスクの一元管理を実現するためにプロジェクトマネジャによる

現地リスクマネジメントのプロセスモデルを構築する。図 26 にその概念図を示す。 
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図 26 現地リスクマネジメントプロセスの概念図 

 

現地リスクマネジメントのプロセスモデルと各プロセスでの処理内容について以

下に簡単に説明する。また、各プロセスの詳細な方法論については 4.2 以降で詳しく

説明する。 

 

1) リスクの特定と分類では、過去の事例やプロジェクトマネジャの経験的知識から

既設プラント更新の国際プロジェクトにおいて現地リスクとして考えておくべき

事象を抽出して、普遍的な事象として扱うべきものを選別する。さらに、それを

プロジェクトで未然に防ぐことが可能なリスクと困難なリスクに分類し、現地リ

スク定義書としてまとめることで現地リスクを一般化でき、プロジェクトマネジ

ャが認知可能となる。 

 

2) リスク分析では、サイトマネジャの経験により実行されてきた現地リスク分析を

リスクモデル[鈴木 04]に記載されたリスク因子と結果の重大さに至る経路と結果

の重大性との関係を用いて定量的分析手法を提案する。リスク因子と結果の重大

さに至る経路については、プロジェクトで未然に防ぐことが可能なリスクのみ特

定することが可能である。そこで、これらのリスク因子と経路を明らかにして、

リスク発生の可能性の重み付けを行うためのリスク評価スコアシートを作成する。

また、結果の重大性については、現地立上げ工程への影響度を考慮してレベルを

５段階で簡易的に評価し、リスク評価スコアシートを作成する。これにより現地

リスクの可視化ができ、どのリスクに注意すべきか、どの程度のリスクかを簡易

的に判断することができる。 
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3) リスク対策では、リスクの連鎖を考え、リスクの検知・回避の可能性のみならず、

結果の重大性の軽減の可能性についても視野に入れて対策を検討する。そして、

プロジェクトマネジャがこれまで経験的に実施してきたリスク対策の具体策を挙

げ、その可能性についての重み付けをするためのリスク評価スコアシートを作成

する。これによりリスク対策の点数制による簡易的な評価ができるようになり、

評価結果を可視化することで実践的なリスク対応計画が立てられる。 

 

4) リスク評価では、リスク分析とリスク対策で得られたリスク評価スコアシートを

使ってこれまでサイトマネジャやプロジェクトマネジャの経験によって実行され

てきた現地リスクの定量的評価を行うことで簡易的に各リスク事象の重み付けを

行い、現地リスクの評価結果を可視化できる。これにより現地メンバとプロジェ

クトメンバでリスクを共有化でき、個々のリスク対策の意義と重点施策を示すこ

とができる。 

 

5) リスク監視では、現地立上げ工程の各フェーズ（電気工事、電気調整、試験運転、

操業運転、性能試験）とリスク事象との関連性を考えながらリスク評価スコアシ

ートを用いてリスク事象の評価を行い、各フェーズでのリスク評価点をリスク管

理表にまとめ、リスク評価結果の可視化とリスク総合評価点の傾向分析ができる

ようになる。これにより、今までサイトマネジャやプロジェクトマネジャの経験

的知識やスキルに頼って実行されてきた現地リスクマネジメントに関して、この

プロセスモデルを適用することで簡易的な現地リスクの分析、評価ができるよう

になり、リスク対策まで含めた現地リスクマネジメントのフレームワークと現地

リスクの定量的な判断基準（リスクの許容範囲や管理目標など）を設定すること

ができる。そして、今後はプロジェクトマネジャ主体の現地リスクマネジメント

のプロセスモデルとして活用できる。 



74 

4.2 現地リスクの特定と分類 

最初に、本論文で述べる現地リスクの定義について説明する。ISO Guide 73[ISO 

Guide 09]によると「リスク」とは諸目的に対する不確かさの影響であり、本論文で

取り上げる現地リスクを考えた場合、それはプロジェクトに対する事実やその結果、

その起こり易さに関する情報、理解、知識などの一部が欠落している状態によって悪

い方向へ逸脱することである。 

つまり、プロジェクトに関係する人や物、既存設備や顧客などの要因で定修工事期

間内での現地工事・調整の作業が妨げられ、設備再稼働や安定操業の脅威となる結果

とその発生の起こり易さとの組み合わせによって表現されたものを現地リスクとし

て定義する。 

ここで、最近の既設プラント更新の国際プロジェクトにおける現地工事、現地調整

の現状や更新工事の固有の問題などからどのような制約があり、どういった環境下で

現地作業が進められているのかを考え、現地作業を進める上でのリスクを特定するに

あたり、その前提となる背景について説明する。 

研究の背景でも述べたように、既設プラント更新工事の場合、「定修工事期間内で

の工程遵守」、「設備再稼働後の操業の安定化」、「設備再稼働後の生産品質安定化」な

どの絶対条件をクリアしなければならない。また、海外でのプラントを対象に考えた

場合、日本と違った現地環境や社会情勢を鑑み、国際社会での制約条件などを考慮す

る必要がある。 

従って、このような現地の環境下においては、グローバル化を視野に入れ、現地再

立上げにおいて工程厳守を考慮した上でリスク事象というものを特定するのは必然

である。 

さらに、慢性的な現地調整員不足によるヒューマンリソース問題や既設更新工事の

複雑さなどの制約もあり、このようなプロジェクトの構造的要因からリスク事象とい

うものを考えなければならないのは必然である。 

このように、既設プラント更新の国際プロジェクトを考えた場合、諸々の制約条件

の中で現地工事、現地調整を進めなければならず、その中でリスクとして考えておく

べきものを網羅的に抽出し、過去の事例や経験的知識から普遍的であると思われるも

のを現地リスクとして特定する。 
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次に、現地作業フローとリスクとの関係からリスク事象と考えられるものを特定し、

著者自らが現地調整に参加して、現地での実経験をもとにそれを体系化する。 

現地作業フローとしては、機器の搬入から据付までの準備段階、電気工事から電気

試運転までの定修工事段階、再稼働後の客先引渡段階に分けられ、それぞれの制約条

件、環境条件から鑑みてリスク事象として考えられるものをいくつか挙げてみる。 

図 27 に現地作業フローとリスクとの関係を示す。 
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機械制約が多い、
客先要求が多い、
不明箇所が多いなど
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改善要求が多いなど

 

図 27 現地作業フローとリスクとの関係 

 

この現地リスクの定義に従い、既設プラント更新の国際プロジェクトにおいて“不

確かさ”と思われる事象を識別するため、著者自らがプロジェクトマネジャとして現

地調整支援に参加して現地リスクに関する実態調査を行った。その対象は鉄鋼分野に

おける既設プラント更新の国際プロジェクトであり、既存のモータ駆動装置や監視・

制御システムの更新である。 

そして、先進諸国で比較的政情が安定した諸外国での環境下において既設プラント

更新工事の現地工事・調整を実施する場合の不確かな事象について抽出を行い、既設

プラント更新の国際プロジェクトにおける現地リスクに限ったものではあるが、その

中で普遍性のあるものを特定、抽出した。 
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現地リスクの特定方法について以下に記述する。 

 

1) 国際プロジェクトを対象に考えた場合、過去のプラントの知識や経験から言える

ことだが、世界的に共通していることは、日本と違って機器の紛失や盗難、現地

到着遅延などが比較的起こり易いということであり、現地での環境の違いによる

機器の破損やトラブル、現地工事業者のストライキや法令の改正といった日本で

は考え難い不測の事態も起こり得るということである。また、現地での作業員不

足や作業員のスキル不足、コミュニケーション不足などの問題は当然避けられな

いということである。つまり、これらの事象は普遍的に抽出しておくべき不確か

な事象であると言える。 

 

2) 既設プラント更新のプロジェクトを対象に考えた場合、現地立上げ工程が短く、

設備の再稼働の期限厳守や早期操業、生産品質の安定化が必須条件となるため、

過去のプラントでの実績などから当然考えておかなければならない事象として、

図面等で見落とされている既設改造分が現地で判明するケースがあることや現

地立上げ工程が非常にタイトであるため機械据付工事や機械調整の遅れが発生

し易いこと、新設の場合と比べ客先からの要求として工程短縮や機能改善要望な

どが比較的多く発生するということが挙げられる。つまり、これらの事象は少な

からず起こり得る事象であり、現地リスクとして考えておくべきものである。 

 

3) 新設、既設更新の工事種別や国内、国外のプロジェクトの違いなどに関係なく、

プロジェクトの現地立上げにおいて共通していることは、現地調整のヒューマン

リソースの問題，製品の出荷品質や手配ミスの問題，現地での仕様変更発生など

いくつかの普遍的な不確かな事象が存在するということである。 
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抽出した現地リスクをまとめると図 28 のようになる。 
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図 28 現地リスクの分類図 

 

さらに、現地リスクの特性要因図をまとめると図 29 のようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 29 現地リスクの特性要因図 
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図 28 と図 29 については著者自らが海外の既設更新プロジェクトの現地調整に参

加し、そこで得られた情報や経験をもとにリスクと思われるものを抽出し、特に問題

となった事象を中心に体系的にまとめた。また、海外プラント更新プロジェクトでの

過去の事例や現地でのトラブル、国際プロジェクト特有の問題などからリスクを抽出

し、著者自らの経験知と照らし合わせて特性要因図の形でまとめ、国際プロジェクト、

既設プラント更新の観点で分類を行った。 

現地リスクをマネジメントの観点から分類すると、次のように分類できる。 

1) 機器の現地到着遅延、手配洩れ、仕様不備、紛失・盗難・破損、トラブルなどの

契約出荷品に関する事象や現地スーパーバイザの人員不足、コミュニケーション

力不足などサービス提供側のヒューマンリソース問題に関する事象については、

機器やサービスを提供する契約者側に関係するリスクであるため、基本的にプロ

ジェクトの情報、現地環境の状況などをきちんと把握していれば、未然にリスク

を検知することが可能であり、プロジェクトで未然に防ぐことが可能なリスク

（内的リスク）である。 

2) 客先手配範囲の機器・工事材料の現地到着遅延、手配洩れ、仕様不備などの客先

手配品に関する事象や現地作業員、客先調整員の人員不足、スキル不足などの客

先側のリソースの問題、現地での仕様変更、現地の法令改正、機械の据付工事・

調整の遅延、客先からの工程短縮要求、機能改善要求などの客先や機械メーカに

関する事象については客先や機械メーカに依存するため、プロジェクトで未然に

リスクを防ぐことは困難であり、コンティンジェンシープランを策定し、起きて

しまった場合の影響の最小化や吸収を行う必要がある。さらに、現地工事業者の

ストライキやシステムの重大トラブルなどの事象については実際に起こり得る

リスクであり、類似のプロジェクトから予測はできるが、具体的根拠がないため

発生するかどうかが不明である。これはプロジェクトでは未然にリスクを検知す

ることが難しく、プロジェクトで未然に防ぐことが困難なリスク（外的リスク）

である。 

既設プラント更新の国際プロジェクトにおける現地リスクとして考えておくべき

リスク事象とその根拠を表 15 に示す。表 15 は、図 28 と図 29 に示したリスク事象

の根拠を記載しており、一般的に海外での既設更新プロジェクトを考えた場合、現地

リスクとして考えておかなければならない事象を抽出した。 
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表 15 現地でのリスク事象とその根拠 

 リスク事象 リスクと考える根拠 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
未
然
に
防
ぐ
こ
と
が
可
能
な
リ
ス
ク 

契約出荷品の現地到着遅延 プラントの立上げが海外となるため、機器の輸送や通関な

どの手続きに遅れを生じるケースが多々ある。 

契約出荷品の手配洩れ発生 手配区分の確認洩れや単純な手配ミスなどで機器の手配

や出荷が遅れるケースがある。 

契約出荷品の仕様不備発生 仕様の検討が不十分で客先との確認が洩れたり、不足した

りするケースがある。 

契約出荷品の紛失・盗難・破

損 

外国でのプラント立上げの場合、地域によっては保管の不

備や取扱いの不備などから機器の盗難や紛失、環境の違い

などによる機器の破損等も考えられる。 

現地スーパーバイザの不足 プロジェクトの置かれている状況で場合によっては人員

の不足や適材適所の人員配置ができないケースが生じる。 

現地スーパーバイザのコミュ

ニケーション不足 

外国でのプラント立上げの場合、習慣や文化の違いなど

で、工事業者や機械メーカの作業員とのコミュニケーショ

ンがうまく取れないケースがある。 

既設設備の現地改造分が判明 既設更新工事の場合、十分な既設調査ができず、客先から

の情報も不足するケースが多々ある。 

システムの現地調整項目が多

い 

既設更新工事の場合、客先からの要求仕様も高度になり、

高いレベルの調整を要求されるケースがある。 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
未
然
に
防
ぐ
こ
と
が
困
難
な
リ
ス
ク 

客先手配機器、工事材料の現

地到着遅延 

客先の都合により機器や工事材料の到着遅れが発生する

場合がある。 

客先手配機器、工事材料の手

配洩れ発生 

客先手配ミスによる突然の機器や工事材料の手配洩れが

発生する場合」がある。 

客先手配機器の仕様不備発生 客先の検討不足による手配品の仕様間違いがよくある。 

現地作業員、客先調整員の不

足 

外国でのプラント立上げの場合、他プラントと輻輳して現

場の作業者を確保できない場合がある。 

現地作業員、客先調整員のス

キル不足 

外国でのプラント立上げの場合、現場に不慣れな作業者、

又は経験の少ない作業者を就かせることもあり、作業者の

スキルに問題がある。 

客先からの工程短縮要求 既設設備の再稼働を早めるため、場合によっては客先上層

部から工期短縮の要請が出される。 

客先の現地での仕様変更が多

発 

操業からの既設の機能改善要求があり、客先からの突然の

仕様変更が発生する。 

機械据付工事・調整の遅延 既設更新工事の場合、現地工程が非常にタイトであるた

め、機械据付工事や機械調整に遅れが発生し易い。 

機械メーカの現地での仕様変

更が多発 

現地での機械メーカからの突然の仕様変更が発生する。 

現地の法令改正 外国での諸事情による突然の法改正が発生する。 

現地工事業者のストライキ発

生 

外国労働者の突然の労働ﾃデモや労働ストライキが起こる

場合がある。 

システムの重大トラブル発生 過去の事例から起こらないとは言い切れない事象である。 
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4.3 現地リスクの定量的分析 

最初に、現地リスクの定量的分析を行うため、図 5 で示したリスクモデル[鈴木 04]

を使い、リスク事象の発生の可能性と結果の重大性について考察する。 

図 5 のリスクモデルによると、リスク事象の発生の可能性は、リスク因子と結果の

重大さに至る経路が関係する。ここでリスク因子と経路の違いについて説明しておく。

リスク因子はすべてのリスク事象に潜んでいる火種となる事実であり、これは何かの

きっかけ、もしくはこれを拡大させる誘因によって重大な結果へと繋がる。そして、

このきっかけとなる出来事や誘因となる事象を経路として扱っている。 

つまり、リスク因子となり得る事実は存在するものであるとの認識を持ち、如何に

してそれを結果の重大性へと繋げないかを常に考え、経路というものに対して注意を

払うことが重要である。ベテランのプロジェクトマネジャは過去の経験などから常に

リスク因子は存在するとの認識であり、経路に着目し、リスク事象の抑えどころを見

極めて未然にリスクの発生を抑止している。 

従って、リスク因子の定義としては、リスク事象の根源となる事実であり、経路の

定義としては、リスク事象を誘発する要因となる事実である。 

表 15 に示したリスク事象に関してリスク因子と経路を考えてみると、機器やサー

ビスを提供する契約者側に関係するような「内的リスク」の場合、基本的にはプロジ

ェクト情報や過去のデータ、現場の経験や現地の環境知識があれば比較的容易にリス

ク因子と経路を特定、もしくは予測できる。しかしながら、客先や機械メーカに関係

するような「外的リスク」の場合、過去のプラント情報やデータ、プロジェクトマネ

ジャの経験知から特定された事象であり、顧客や機械メーカからの情報が未然に把握

できない限り、本質的には、リスク因子と経路の特定は困難である。また、「現地工

事業者のストライキ」や「システムの重大トラブル」など、類似のプロジェクトから

予測できるようなリスクの場合、具体的根拠がないためリスク因子と経路の特定は不

可能である。従って、リスク因子と経路の特定は「内的リスク」に関してのみ可能で

あり、これによりリスク事象の発生の可能性を導き出すことができる。また、リスク

を未然に防ぐためにリスク因子または経路に対する具体的な対処方法を抽出するこ

とができる。表 15 に示したリスク事象の「内的リスク」について、各リスク事象の

リスク因子と経路をまとめたものを表 16 に示す。 
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表 16 内的リスクのリスク因子と経路 

リスク事象 リスク因子 経路 

1) 契約出荷品の 

現地到着遅延 

通関書類の不備 関税法に抵触する 

客先の配船遅れ 機器の船積計画が乱れる 

陸送機関のトラブル発生 復旧に時間がかかる 

天候不順 船舶輸送に影響が出る 

現地で交通事故発生 交通渋滞が継続する 

2) 契約出荷品の 

手配洩れ発生 

供給範囲の記述が曖昧 契約範囲内機器の認知不足 

客先との手配区分確認洩れ 担当者の理解不足 

3) 契約出荷品の 

仕様不備発生 

システム不具合が潜在 顕在化しない 

ソフトウェアの品質不良 顕在化しない 

設計時間の不足 設計ミスが発生 

試験時間の不足 品質確認が不十分 

4) 契約出荷品の 

紛失・盗難・破損 

客先の機器管理不備 保管場所が不明瞭 

パッキングリストの不備 機器の照合が不可 

輸送時の機器取扱い不備 機器の転倒、落下 

輸出梱包の不備 外部からの衝撃有り 

開梱時の機器取扱い不備 内部への衝撃有り 

ロット不良 確認洩れ 

客先の機器保管不備 結露や雨漏り発生 

5) 現地スーパー 

バイザの不足 

現地対応案件が輻輳 現地派遣の人員に余裕がない 

人材が不足 教育システムが不十分 

6) 現地スーパー 

バイザのコミュニ

ケーション不足 

ベテランの調整員が不足 客先とのコネクションがない 

調整員のスキル不足 調整員が消極的 

調整員の語学力不足 対話力の不足 

7) 既設設備の現地

改造分が判明 

客先からの情報が不足 現地調整時に改造分が判明 

事前の既設調査が不足 改造分調査結果に洩れが発生 

8) システムの現地

調整項目が多い 

契約上の保証値が厳しい 保証値を満たす付加機能が必要 

客先要求仕様が高度である 付加機能が多い 

新機能が多数 適用事例が少ない 
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表 16 に示した経路について、それが経路として認知されるための業務プロセスを

明らかにすると、表 17 のようになる。 

表 17 リスク事象と業務プロセスの関係 

リスク事象 リスク要因が絡む業務プロセス 

契約出荷品の 

現地到着遅延 

客先からの配船スケジュールに従い機器を出荷し、 

外国の通関で書類を確認後、現場へ機器を搬送する。 

契約出荷品の 

手配洩れ発生 

契約仕様書に基づき機器の手配を行うが、エンジニア

リング過程で客先と打合せを行い、手配区分を確認。 

契約出荷品の 

仕様不備発生 

契約仕様書に基づきシステムやソフトウェアの設計、

製作、試験を実施するが、その過程で客先仕様変更、

設計変更などが発生する。 

契約出荷品の 

紛失・盗難・破損 

現場に搬入された契約出荷品は客先が受取り、現地据

付工事が開始するまで客先にて保管、管理される。 

現地スーパーバイザの 

不足 

一般的に海外プラントの場合、現地スーパーバイザ契

約が主流で現地立上げのためのエンジニアを派遣。 

現地スーパーバイザの 

コミュニケーション不足 

現地スーパーバイザ契約のため、人数は限られてお

り、客先と連携した作業が必要となる。 

既設設備の現地改造分が

判明 

更新工事の場合、基本的に既設設備の情報を客先から

提供してもらい、不足分などは現地調査で補う。 

システムの現地調整項目

が多い 

契約仕様書に基づき機器やシステムの調整を行うが、

高度な保証値や客先要求仕様を満足するために多く

の付加機能を現地で追加する。 

 

ここで、リスク因子と経路の関係について表 16 に挙げたリスク事象を例にとって

説明する。例えば、リスク事象として契約出荷品の現地到着遅延を考えてみると、こ

のリスク事象に対するリスク因子と経路の関係は次のように説明できる。リスク因子

の１つとして「通関書類の不備」を挙げているが、これは海外のプラントを扱う場合、

潜在する事実である。この場合、契約出荷品の現地到着遅延に繋がる誘因となる事象

は「関税法に抵触する」という事実であり、これを経路と見れば、たとえ通関書類に
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不備があってもその内容に「関税法に抵触する」という事実が存在しなければ、現地

到着遅延は起こらない。即ち、「通関書類の不備」というリスク因子は存在するもの

との認識で、その経路である「関税法に抵触する」という事実に着目し、その有無を

確認し、それがなければリスク事象は発生しないということである。 

このように「内的リスク」で挙げたすべてのリスク事象に対してリスク因子と経路

を明らかにして、その存在有無を判定することでリスク事象の重み付け（点数評価）

を行い、リスク事象の発生の可能性を判断する。これは確率論ではなく、重み付けに

よる実用的な発生の可能性の評価を行うことで簡易的にリスク事象の発生の可能性

を決める。この場合、重み付けの点数が大きいほどリスク事象の発生の可能性が高い

ということになる。リスク因子と経路の関係を図式化すると図 30 のように表される。 

最終的には、リスクの大きさを判定するため、各リスク事象の発生の可能性と結果

の重大性の積により求めたリスク事象の重み付け（評価点）を合計してリスク事象の

トータルの重み付けを行う。それと同時にどのリスク事象の評価点が大きいかも見極

めておく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 30 リスク事象のリスク因子と経路の関係 

契約出荷品の

現地到着遅延 

関税法に抵触する 

通関書類の不備 

客先の配船遅れ 

車両のトラブル発生 

天候不順 

現地の交通事故発生 

機器の船積計画が乱れる 

復旧に時間を要する 

船舶輸送に影響あり 

交通渋滞が継続 
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次に、リスク発生の可能性の決定方法について説明する。 

プロジェクトの諸条件、現地の環境、プラントの知識や経験などからリスク因子

と経路の存在を“存在無：0”と“存在有：1”で判定し、それぞれの判定結果の積を

求め、各リスク事象のリスク因子と経路の積の合計をリスク発生の可能性とする。 

ここで，評価のレベルは「1：非常に低い，2：低い，3：中程度，4：高い，5～n：

非常に高い」で表現する。図 31 にリスク発生の可能性の決定フロー図を示す。 

しかしながら、この分析方法はリスク因子と経路が明らかな場合のみ適用可能であ

り、外的リスクに対しては適用できないため，リスク発生の可能性は“3：中程度”

と見なすものとする。 

 

 

図 31 リスク発生の可能性の決定フロー図 

START 

0 or 1 

判定 

0 or 1 
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R = Σ（Pi × Qi） 
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END 
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リスク発生の 

可能性：R 

（1 ≦R ≦n） 

1：非常に低い 

2：低い 

3：中程度 

4：高い 

5～n：非常に高い 

‘i’は各リスク事象の 

リスク因子又は経路の

数 

存在有無判定 

“存在無：0” 

“存在有：1” 
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一方、結果の重大性はリスクがもたらす結果の大きさである。 

つまり、既設プラント更新の国際プロジェクトを対象とした場合、「現地立上げの

工程が新設工事に比べ短い」、「生産ライン再稼働に向けての迅速な設備再稼働が必

要」、「立上げ後の操業側からの改善要求が多い」などの制約条件の中、現地立上げに

おいて「定修工事期間内での工程キープ」、「設備稼働前の試圧延テスト開始から実操

業開始までの期間厳守と早期操業安定化」、「品質・性能試験期間での生産品質安定化」

が絶対条件となるため、契約上のペナルティ、操業開始遅れに対する補償などのプロ

ジェクト損失のみならず、顧客信頼の失墜や次の商談での機会損失など今後のビジネ

スへの影響を考えると、現地立上げ工程の遅延の大きさが結果の重大性となる。 

即ち、工事の開始遅れ、再手配や追加・修正・改修作業、調整の開始遅れ、現地作

業の遅れ、現地工程短縮などによって生じる工事、調整の遅延が現地立上げ工程計画

にどの程度影響を及ぼすかによって結果の重大性は決定される。 

つまり、「結果」の種別によって工事期間や調整期間に与える影響の度合いが違っ

ており、その影響度によってレベルを 5 段階に区別した。例えば、仕様不備など軽微

な修正作業が必要なものであれば最低レベルの重大性‘1’とし、ストライキや重大

トラブルのような影響の度合いが判断し難いものは最高レベルの重大性‘5’とした。

また、人員不足やスキルの不足などによる作業の遅れや仕様変更などによる多大な修

正作業による遅れなどは中間レベルの重大性‘3’とした。 

そして、表 15 に示した各リスク事象について、「結果」の種別と「結果」が現地工

程計画に及ぼす影響レベル（結果の重大性）をまとめたものを表 18 に記載する。 
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表 18 現地リスクの結果の重大性 

リスク事象 「結果」の種別 結果の

重大性 

1) 契約出荷品の現地到着遅延 工事の開始遅れ 2 

2) 契約出荷品の手配洩れ発生 機器の再手配 4 

3) 契約出荷品の仕様不備発生 軽微な修正作業 1 

4) 契約出荷品の紛失・盗難・破損 機器の再手配 4 

5) 現地スーパーバイザの不足 現地作業の遅れ 3 

6) 現地スーパーバイザのコミュニケーション不足 現地作業の遅れ 3 

7) 既設設備の現地改造分が判明 多大な修正作業 3 

8) システムの現地調整項目が多い 調整時間の増加 2 

9) 客先手配機器、工事材料の現地到着遅延 工事の開始遅れ 2 

10) 客先手配機器、工事材料の手配洩れ発生 機器の再手配 4 

11) 客先手配機器の仕様不備発生 軽微な修正作業 1 

12) 現地作業員、客先調整員の不足 現地作業の遅れ 3 

13) 現地作業員、客先調整員のスキル不足 現地作業の遅れ 3 

14) 客先からの工程短縮要求 現地工程の短縮 1 

15) 客先の現地での仕様変更が多発 多大な修正作業 3 

16) 機械据付工事・調整の遅延 調整の開始遅れ 4 

17) 機械メーカの現地での仕様変更が多発 多大な修正作業 3 

18) 現地の法令改正 多大な修正作業 3 

19) 現地工事業者のストライキ発生 現地作業の停止 5 

20) システムの重大トラブル発生 膨大な改修作業 5 
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4.4 現地リスクへの対応策 

まず、現地リスクを考える上で考慮しておくべきリスクの連鎖について説明する。

リスク因子、結果の大きさに至る経路、結果の重大性を考えた場合、リスクの連鎖の

概念図を図 32 に示す。 
 

 

 

図 32 リスク連鎖の概念図 

 

リスクの連鎖を考慮すると、結果の重大性によってはリスクの影響そのものが新た

なリスク因子となることから、結果の重大性を軽減することでリスク因子の発生を抑

えることができる。そのため結果の重大性を軽減する可能性について考えておくこと

は重要であると考える。 

また、リスク要因や経路の特定が難しいリスク事象ではリスク検知・回避の可能性

は極めて低いため、結果の重大性を軽減することがリスクの抑制に繋がる。 

従って、リスク検知・回避の可能性に加えて結果の重大性を軽減する可能性を考え、

図 33 のような現地リスク評価モデルを提案する。 

 

 

結果に 

至る経路 

結果の 

重大性 

リスク 

因子 
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図 33 現地リスク評価モデル 

 

次に、既設プラント更新の国際プロジェクトにおいて特定、分類されたリスク事象

に対してリスク対策の可能性を検討する。前にも述べたように、リスク事象がリスク

因子や経路を特定できる内的リスクであれば、リスクを未然に防ぐためにリスク因子、

または経路に対する具体的な対処方法を抽出することができ、リスクの検知・回避の

可能性を含めた現地リスクの評価が可能である。 

内的リスクについてリスク因子、または経路に対する具体的な対処方法を抽出した

ものを表 19 に示す。 

しかしながら、外的リスクについてはリスク検知・回避の可能性は極めて低いため、

リスク対策としては不十分である。 

従って、すべてのリスク事象に対して有効なリスク対策を考えた場合、図 33 の現

地リスク評価モデルで示したような結果の重大性の軽減策を考えておく必要がある。

表 15 で示したリスク事象に関して結果の重大性の軽減策を抽出したものを表 20 に

示す。 

リスク＝ 発生の可能性×検知・防御の可能性×結果の重大性×軽減の可能性 

＝ リスクの源①×経路② ×    検知・防御の可能性    ×結果の重大性③ 

(① または②の検出・防御) 

× 軽減の可能性 

                                                （③の軽減） 

リスク ＝ 発生の可能性×検知・防御の可能性×結果の重大性×軽減の可能性 

 

  【発生の可能性を決める】         【結果の重大性を決める】 
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表 19 内的リスクのリスク対策 

リスク事象 リスク因子と経路に対する具体的な対処方法 

1) 契約出荷品の現地到着遅延 国別標準通関書類の作成 

代替輸送手段の確保 

迂回路の確保 

2) 契約出荷品の手配洩れ発生 契約機器の手配リスト作成 

客先との手配区分確認書を準備 

出荷管理表での洩れチェック実施 

3) 契約出荷品の仕様不備発生 基本設計仕様の標準化 

標準ソフトウェアの適用拡大 

既設変更点のリストアップ 

4) 契約出荷品の紛失・盗難・破損 開梱立会の実施 

機器の部品リスト作成 

輸出梱包立会の実施 

機器の保管場所の事前チェック 

現地保管場所の確保 

5) 現地スーパーバイザの不足 教育システムの再構築 

外部調達による人員の確保 

6) 現地スーパーバイザの 

コミュニケーション不足 

調整員の現地調達 

ベテラン調整員の再雇用 

調整員の語学研修実施 

7) 既設設備の現地改造分が判明 既設改造のチェックリスト作成 

十分な既設設備の事前チェック実施 

8) システムの現地調整項目が多い 標準機能の適用拡大 

機能の簡素化 

過去の事例を最大限活用 
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表 20 結果の重大性の軽減策 

No. リスク事象 結果の重大性の軽減策

通関手続きの簡略化

高速輸送手段への変更

機器据付工程の変更

現地での機器調達

再手配手続きの簡略化

輸送手段の高速化

機器据付工程の変更

技術支援体制の構築

現地への設計者派遣

自衛予備品の準備

再手配手続きの簡略化

現地での修理

機器据付工程の変更

現地調整手順の標準化

現地調整ツールの改善

現場作業前確認の徹底

日報、週報の定着化

客先との関係強化

⑦ 既設設備の現地改造分判明 現地への改造員の派遣

現地への調整応援者の派遣

遠隔からの調整支援

⑨ 客先が準備する機器、工事材料の到着遅れ 機器据付・配線工事工程の変更

⑩ 客先手配範囲の機器、工事材料の手配洩れ 機器据付・配線工事工程の変更

⑪ 客先手配範囲の機器の仕様不備、品質不良 改修時間の短縮要請

⑫ 客先側の現地作業員、調整員不足 作業員、調整員の増員要請

⑬ 客先側の現地作業員、調整員のスキル不足 作業員、調整員の交替要請

⑭ 客先上層部からの工程短縮要求 客先との交渉実施

変更内容の簡素化

現地への設計者派遣

機械メーカとの交渉実施

電気配線工事工程の変更

変更内容の簡素化

現地への設計者派遣

⑱ 現地の法令改正 変更点抽出と最小化

⑲ 現地工事業者のストライキ発生 他業者への変更要請

スペシャリストの現地派遣

予備機器・予備システムの準備

① 契約出荷品の現地到着遅延

②

③

④

⑤

契約出荷品の手配洩れ発生

契約出荷品の仕様不備発生

契約出荷品の紛失・盗難・破損

現地スーパーバイザの不足

⑥

⑧

⑮

⑯

⑰

⑳

現地スーパーバイザのコミュニケーション不足

システムの現地調整項目が多い

客先からの仕様変更が多発

機械据付工事・調整の遅れ

機械メーカからの仕様変更が多発

納入機器の重大トラブル発生
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4.5 現地リスクの定量的評価 

これまでサイトマネジャの勘や経験に頼って行われてきた現地リスクマネジメン

トを見直すため，海外の更新プロジェクトにおいて特定、分類されたリスク事象をも

とにそれらを論理的に分析、評価し、リスク対策を含めた新たなマネジメント手法を

提案する。 

図 33 に示した現地リスク評価モデルによれば、リスク発生の可能性、検知・回避

の可能性、結果の重大性、軽減の可能性の積によりリスクが決定され、これがリスク

の評価指標となる。 

従って、リスク対策の定量的分析を行い、リスクの定量的分析との組み合わせで

リスクの定量的評価を行う。また、リスク対策の定量的分析においてプロジェクトの

諸条件や現地環境、プラントの知識データベースや過去の事例などからリスク検知・

回避の可能性、結果の重大性軽減の可能性を決定する。リスク検知・回避の可能性と

結果の重大性軽減の可能性の決定方法について説明する。 
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1) リスク検知・回避の可能性の決定方法 

リスク因子または経路に対する具体的な対処方法について、実務上の制約条件や

組織としての対応の限界などから実行可否を“0”（実行不可）と“1”（実行可能）で

判断し、各リスク事象の具体的な対処方法の実行可否判定結果の合計をリスク検知・

回避の可能性とする。（但し、実行可否判定の合計が多い方を下限とし、“レベル 1：

非常に高い”から“レベル 5：非常に低い”までの 5 段階で評価する）。 

図 34 にリスク検知・回避の可能性の決定フロー図を示す。但し、既知リスク（外

的リスク）や予測可能なリスクについては、リスク検知・回避の可能性は極めて低い

ため、リスク検知・回避の可能性は“レベル 5”とする。 

 

 

 

図 34 リスク検知・回避の可能性の決定フロー図 

START 

0 or 1 

判定 

T = 5－Σ（Si） 

i = 1 ~ 5 

END 

リスク因子または経路に対する 

具体的な対処方法(Si) 

リスク検知・回避の 

可能性：T 

（1 ≦T ≦5） 

1：非常に高い 

2：高い 

3：中程度 

4：低い 

5：非常に低い 

‘i’は各リスク事象の

具体的な対処方法の数 

実行可否判定 

“実行不可：0” 

“実行可能：1” 
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2) 結果の重大性軽減の可能性の決定方法 

結果の重大性に対する具体的な軽減策について費用対効果や人的資源、実現方法

などから総合的に実行の可否を“0”（実行不可）と“1”（実行可能）で判断し、各リ

スク事象の結果の重大性に対する軽減策の実行可否判定結果の合計を軽減の可能性

とする。（但し、実行可否判定の合計が多い方を評価点の下限とし、“レベル 1：非常

に高い”から“レベル 5：非常に低い”までの 5 段階で評価する）。 

図 35 に結果の重大性軽減の可能性の決定フロー図を示す。 

 

 

 

図 35 結果の重大性軽減の可能性の決定フロー図 

START 

0 or 1 

判定 

V = 5－Σ（Ui） 

i = 1 ~ 5 

END 

結果の重大性に対する 

軽減策(Ui) 

結果の重大性の軽減の 

可能性：V 

（1 ≦V ≦5） 

1：非常に高い 

2：高い 

3：中程度 

4：低い 

5：非常に低い 

‘i’は各リスク事象の

結果の重大性の軽減策

の数 

実行可否判定 

“実行不可：0” 

“実行可能：1” 
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4.6 実プロジェクトによる検証 

既設プラント更新の国際プロジェクトの場合、現地立上げ工程に関しては、一般的

に設備稼働停止から再稼働までを電気工事、電気調整、試験運転の 3 つのフェーズに

分け、再稼働後を操業運転、性能試験の 2 つのフェーズに分けて考える。 

つまり、機器据付・電気配線工事開始から品質・性能保証試験完了までの工程は、

以下の 5 つのフェーズに分けられることになる。そこで a）～e）の各々のフェーズ

におけるリスクの連鎖について説明する。 

ａ）機器据付・電気配線工事開始から電気調整開始前まで（電気工事） 

ｂ）電気調整開始から試験運転開始前まで（電気調整） 

ｃ）試験運転開始から操業運転開始前まで（試験運転） 

ｄ）操業運転開始から品質・性能保証試験開始前まで（操業運転） 

ｅ）品質・性能保証試験開始から完了まで（性能試験） 

電気工事におけるリスクを考えた場合、その影響範囲としては電気工事完了の遅れ

が考えられるが、結果の重大性によっては、それが電気調整開始遅れのリスク因子と

なる。即ち、電気工事の完了が遅れ、結果の重大性が大きければ、結果的にそれが電

気調整開始遅れの要因となる。また、電気調整開始遅れは電気調整におけるリスク事

象の１つでもある。その場合、経路としては、“電気工事完了の遅れが比較的大きい”

となる。つまり、電気工事完了が遅れてもその遅れが小さく、電気調整工程には影響

が出ない場合は、リスク因子が存在しても電気調整のリスク事象にはならないという

ことである。 

同様に、電気調整完了の遅れは試験運転開始遅れのリスク因子であり、試験運転開

始遅れは試験運転におけるリスク事象の１つである。その場合、経路としては、“電

気調整完了の遅れが比較的大きい”となる。また、試験運転完了の遅れは操業運転開

始遅れのリスク因子であり、操業運転開始遅れは操業運転におけるリスク事象の１つ

である。その場合、経路としては、“試験運転完了の遅れが比較的大きい”となる。 

性能試験のリスク事象としては、性能試験開始の遅延が考えられるが、リスク因子

としては、“操業運転開始遅れ”であり、経路としては、“操業運転が最優先される”

となる。つまり、操業運転開始が遅れても性能試験が優先されれば、リスク因子が存

在しても性能試験のリスク事象とはならない。 
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このように各フェーズでの作業完了の遅れがリスク因子となり、完了遅れの大きさ

が経路となって、次のフェーズでの作業開始遅れというリスク事象に繋がる。このよ

うなリスクの連鎖は現地リスクを考える場合、当然考慮されなければならない。 

図 36 にリスクの連鎖によるリスク因子、経路の繋がりを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 36 リスクの連鎖によるリスク因子、経路の関係図 

 

さらに、表 15 に挙げたリスク事象の中で a）～ e）の各フェーズでの作業完了遅

れ、もしくは作業開始遅れと直接的に関連するものを選び、整理したものを表 21 に

示す。 

これは、リスクの連鎖を考慮せず、a）～ e）の各フェーズにおいて、それぞれ独

立してリスク事象を考えた場合に表 21 のように関連づけできるというものである。 

即ち、a）～ e）の各フェーズでリスク事象の欄に“○”が付いていないものは、

直接的に関与しないリスク事象であることを意味する。 

従って、現地リスクの評価を行う場合、各フェーズで独立したリスク評価を行うと

同時にリスクの連鎖を考慮しておく必要がある。 

電気工事
完了遅れ 

電気調整
完了遅れ 

性能試験
開始遅れ 

遅れが比較的
大きい 

操業運転
が最優先 

電気調整
開始遅れ 

遅れが比較的
大きい 

操業運転 
開始遅れ 

遅れが比較的
大きい 

試験運転
完了遅れ 

試験運転
開始遅れ 
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表 21 リスク事象と現地工程との関連性 

No. リスク事象 
電気 電気 試験 操業 性能 

工事 調整 運転 運転 試験 

1) 契約出荷品の現地到着遅延 ○     

2) 契約出荷品の手配洩れ発生 ○     

3) 契約出荷品の仕様不備発生 ○ ○    

4) 契約出荷品の紛失・盗難・破損 ○     

5) 現地スーパーバイザの不足 ○ ○    

6) 現地スーパーバイザのコミュニケーション不足 ○ ○    

7) 既設設備の現地改造分が判明 ○ ○    

8) システムの現地調整項目が多い  ○ ○ ○ ○ 

9) 客先手配機器、工事材料の現地到着遅延 ○     

10) 客先手配機器、工事材料の手配洩れ発生 ○     

11) 客先手配機器の仕様不備、品質不良発生 ○ ○    

12) 現地作業員、客先調整員の不足 ○ ○    

13) 現地作業員、客先調整員のスキル不足 ○ ○    

14) 客先上層部からの工程短縮要求 ○ ○ ○   

15) 客先の仕様変更が多発 ○ ○ ○ ○  

16) 機械据付工事・調整の遅延 ○ ○    

17) 機械メーカの仕様変更が多発 ○ ○ ○   

18) 現地の法令改正 ○ ○    

19) 現地工事業者のストライキ発生 ○     

20) 契約出荷品の重大トラブル発生 ○ ○ ○ ○ ○ 



97 

リスク発生の可能性、リスク検知・防御の可能性、結果の重大性軽減の可能性の各

決定フロー図に基づき、現地リスクの評価方法を簡潔にまとめると以下のようになる。 

 

① 現地リスクの特定と分類では、リスク事象を未然に防止可能なものと困難なもの

に分類して、各リスク事象に対してリスク発生の可能性、結果の重大性、リスク

検知・回避の可能性、軽減の可能性を記載できるリスク評価スコアシートを準備

する。 

② 現地リスク分析では、表16に記載されたリスク因子と経路の存在有無を判定し、

各リスク事象の発生の可能性を決定する。さらに、表 18 に記載された「結果」

の種別とその影響レベルによって結果の重大性を決定する。そして、その結果を

リスク評価スコアシートに記録する。 

③ 現地リスク対策では、表 19 に記載されたリスク因子と経路に対する対処方法の

実行可否を判定し、検知・回避の可能性を決定する。そして、表 20 に記載され

た結果の重大性の軽減策の実行可否を判定し、軽減の可能性を決定後、その結果

と検知・回避の可能性をリスク評価スコアシートに記録する。 

④ リスク発生の可能性、結果の重大性、リスク検知・回避の可能性、軽減の可能性

からリスク評価点を導き出し、その結果をリスク評価スコアシートに記録する。 

⑤ 表 21 で示した関連性に基づき、現地立上げ工程の各フェーズで現地リスク評価

を行い、結果をリスク管理表にまとめる。 

 

①～⑤の現地リスク評価の作業プロセスをまとめたものを図 37 に示す。 
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図 37 現地リスク評価方法の作業プロセス 

現地リスクの

特定と分類 

現地リスク 

分析 

現地リスク 

対策 

作業プロセス 成果 

リスク評価 

スコアシート 
① リスク事象を未然に防止可能なも

のと困難なものに分類。 

① リスク因子と経路の存在有無判定。 

② 「結果」の種類とその影響レベルに

よって結果の重大性を決定。 

① リスク因子と経路に対する対処方

法の実行可否判定。 

② 結果の重大性の軽減策の実行可否

判定。 

① リスク事象に対して発生の可能性、

結果の重大性、検知・防御の可能性、

軽減の可能性からリスク評価点を

導出。 

現地リスク 

評価 

内容説明 

現地リスク 

監視 

① 現地立上げ工程の各フェーズにお

いてリスク評価点を集計。 

② 各フェーズでのリスク管理目標を

設定。 

リスク管理表 

発生の可能性 

結果の重大性 

検知・回避の
可能性 

軽減の可能性 

リスク評価点 
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本論文で提案する現地リスクの定量的評価手法を使って、実プロジェクトでの現地

リスク監視のシミュレーションを行い、現地リスクマネジメント手法の有効性を検証

する。ここでのシミュレーションは実プロジェクトを対象として現地リスクをリアル

タイムで監視、評価することであり、既設プラント更新の国際プロジェクトの現地調

整において、著者自らが現地リスクの評価を手作業で行ったものである。 

検証方法としては鉄鋼プラント熱間圧延設備既設制御システム更新プロジェクト

（契約が 2005 年 10 月、現地立上げが 2007 年 10 月の約 2 年間のプロジェクト）を

対象にプロジェクトマネジャ歴約 10 年の著者自らが現地調整支援に参画し、現地リ

スクの特定と分類、リスク因子と経路の存在有無判定、結果の重大性の決定、リスク

因子と経路の対処方法の実行可否判定、結果の重大性の軽減策の実行可否判定を行い、

2007 年 10 月の現地工事開始から 2008 年 5 月の品質・性能保証試験完了までの現地

工事・調整工程においてリアルタイムに現地リスク監視のシミュレーションを行う。 

まず、表 21 に示す 1）～ 20）のリスク事象に対して、リスク発生の可能性，結果

の重大性，検知・回避の可能性，結果の重大性軽減の可能性について、プロジェクト

マネジャが表16～表20を使って現地工事が始まる前に各フェーズでの各々の評価点

を算出し，新しい評価モデルを使った現地リスクの評価を行い，表 22～26 に示すよ

うなリスク評価スコアシートを作成する。そして、1）～ 20）のリスク事象に対す

るリスク評価点をフェーズ毎にまとめ、表 27 に示すような現地リスク管理表を作成

する。図 38 はリスク事象毎にリスク評価点を各フェーズに分けてバーグラフで表し

たものである。 

また、現地工事が始まる前の各フェーズでの現地リスク評価では、各フェーズにお

ける作業完了遅れが発生するという事実は存在しないので、リスクの連鎖は考慮する

必要はない。 
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表 22 現地工事開始前のリスク評価スコアシート(電気工事) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気工事（14日） 電気調整（39日）

No. リスク事象

発
生
の
可
能
性

結
果
の
重
大
性

検
知
･
防
御
の
可
能
性

軽
減
の
可
能
性

リ
ス
ク
評
価
点

① 契約出荷品の現地到着遅延 2 2 2 3 24

② 契約出荷品の手配洩れ発生 2 4 2 2 32

③ 契約出荷品の仕様不備発生 1 1 2 3 6

④ 契約出荷品の紛失・盗難・破損 4 4 1 2 32

⑤ 現地スーパーバイザの不足 2 3 3 3 54

⑥ 現地スーパーバイザのコミュニケーション不足 1 3 3 2 18

⑦ 既設設備の現地改造分判明 2 3 3 4 72

⑧ システムの現地調整項目が多い 0 2 5 5 0

⑨ 客先が準備する機器、工事材料の到着遅れ 3 2 5 4 120

⑩ 客先手配範囲の機器、工事材料の手配洩れ 3 4 5 4 240

⑪ 客先手配範囲の機器の仕様不備、品質不良 3 1 5 4 60

⑫ 客先側の現地作業員、調整員不足 3 3 5 4 180

⑬ 客先側の現地作業員、調整員のスキル不足 3 3 5 4 180

⑭ 客先上層部からの工程短縮要求 3 1 5 4 60

⑮ 客先からの仕様変更が多発 3 3 5 3 135

⑯ 機械据付工事・調整の遅れ 3 4 5 3 180

⑰ 機械メーカからの仕様変更が多発 3 3 5 3 135

⑱ 現地の法令改正 3 3 5 4 180

⑲ 現地工事業者のストライキ発生 3 5 5 5 375

⑳ 納入機器の重大トラブル発生 3 5 5 3 225

現地立上げ工程フェーズ
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表 23 現地工事開始前のリスク評価スコアシート(電気調整) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気調整（39日） 試験運転（20日）

No. リスク事象

発
生
の
可
能
性

結
果
の
重
大
性

検
知
･
防
御
の
可
能
性

軽
減
の
可
能
性

リ
ス
ク
評
価
点

① 契約出荷品の現地到着遅延 0 2 5 5 0

② 契約出荷品の手配洩れ発生 0 4 5 5 0

③ 契約出荷品の仕様不備発生 1 1 2 3 6

④ 契約出荷品の紛失・盗難・破損 0 4 5 5 0

⑤ 現地スーパーバイザの不足 2 3 3 3 54

⑥ 現地スーパーバイザのコミュニケーション不足 1 3 3 2 18

⑦ 既設設備の現地改造分判明 2 3 3 4 72

⑧ システムの現地調整項目が多い 2 2 3 4 48

⑨ 客先が準備する機器、工事材料の到着遅れ 0 2 5 5 0

⑩ 客先手配範囲の機器、工事材料の手配洩れ 0 4 5 5 0

⑪ 客先手配範囲の機器の仕様不備、品質不良 3 1 5 4 60

⑫ 客先側の現地作業員、調整員不足 3 3 5 4 180

⑬ 客先側の現地作業員、調整員のスキル不足 3 3 5 4 180

⑭ 客先上層部からの工程短縮要求 3 1 5 4 60

⑮ 客先からの仕様変更が多発 3 3 5 3 135

⑯ 機械据付工事・調整の遅れ 3 4 5 3 180

⑰ 機械メーカからの仕様変更が多発 3 3 5 3 135

⑱ 現地の法令改正 3 3 5 4 180

⑲ 現地工事業者のストライキ発生 0 5 5 5 0

⑳ 納入機器の重大トラブル発生 3 5 5 3 225

現地立上げ工程フェーズ
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表 24 現地工事開始前のリスク評価スコアシート(試験運転) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験運転（20日） 操業運転（90日）

No. リスク事象

発
生
の
可
能
性

結
果
の
重
大
性

検
知
･
防
御
の
可
能
性

軽
減
の
可
能
性

リ
ス
ク
評
価
点

① 契約出荷品の現地到着遅延 0 2 5 5 0

② 契約出荷品の手配洩れ発生 0 4 5 5 0

③ 契約出荷品の仕様不備発生 0 1 5 5 0

④ 契約出荷品の紛失・盗難・破損 0 4 5 5 0

⑤ 現地スーパーバイザの不足 0 3 5 5 0

⑥ 現地スーパーバイザのコミュニケーション不足 0 3 5 5 0

⑦ 既設設備の現地改造分判明 0 3 5 5 0

⑧ システムの現地調整項目が多い 2 2 3 4 48

⑨ 客先が準備する機器、工事材料の到着遅れ 0 2 5 5 0

⑩ 客先手配範囲の機器、工事材料の手配洩れ 0 4 5 5 0

⑪ 客先手配範囲の機器の仕様不備、品質不良 0 1 5 5 0

⑫ 客先側の現地作業員、調整員不足 0 3 5 5 0

⑬ 客先側の現地作業員、調整員のスキル不足 3 3 5 4 180

⑭ 客先上層部からの工程短縮要求 3 1 5 4 60

⑮ 客先からの仕様変更が多発 3 3 5 3 135

⑯ 機械据付工事・調整の遅れ 0 4 5 5 0

⑰ 機械メーカからの仕様変更が多発 3 3 5 3 135

⑱ 現地の法令改正 3 3 5 4 180

⑲ 現地工事業者のストライキ発生 0 5 5 5 0

⑳ 納入機器の重大トラブル発生 3 5 5 3 225

現地立上げ工程フェーズ
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表 25 現地工事開始前のリスク評価スコアシート(操業運転) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

操業運転（90日） 性能試験（30日）

No. リスク事象

発
生
の
可
能
性

結
果
の
重
大
性

検
知
･
防
御
の
可
能
性

軽
減
の
可
能
性

リ
ス
ク
評
価
点

① 契約出荷品の現地到着遅延 0 2 5 5 0

② 契約出荷品の手配洩れ発生 0 4 5 5 0

③ 契約出荷品の仕様不備発生 0 1 5 5 0

④ 契約出荷品の紛失・盗難・破損 0 4 5 5 0

⑤ 現地スーパーバイザの不足 0 3 5 5 0

⑥ 現地スーパーバイザのコミュニケーション不足 0 3 5 5 0

⑦ 既設設備の現地改造分判明 0 3 5 5 0

⑧ システムの現地調整項目が多い 2 2 3 4 48

⑨ 客先が準備する機器、工事材料の到着遅れ 0 2 5 5 0

⑩ 客先手配範囲の機器、工事材料の手配洩れ 0 4 5 5 0

⑪ 客先手配範囲の機器の仕様不備、品質不良 0 1 5 5 0

⑫ 客先側の現地作業員、調整員不足 0 3 5 5 0

⑬ 客先側の現地作業員、調整員のスキル不足 0 3 5 5 0

⑭ 客先上層部からの工程短縮要求 0 1 5 5 0

⑮ 客先からの仕様変更が多発 3 3 5 3 135

⑯ 機械据付工事・調整の遅れ 0 4 5 5 0

⑰ 機械メーカからの仕様変更が多発 0 3 5 5 0

⑱ 現地の法令改正 3 3 5 4 180

⑲ 現地工事業者のストライキ発生 0 5 5 5 0

⑳ 納入機器の重大トラブル発生 3 5 5 3 225

現地立上げ工程フェーズ
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表 26 現地工事開始前のリスク評価スコアシート(性能試験) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性能試験（30日）

No. リスク事象

発
生
の
可
能
性

結
果
の
重
大
性

検
知
･
防
御
の
可
能
性

軽
減
の
可
能
性

リ
ス
ク
評
価
点

① 契約出荷品の現地到着遅延 0 2 5 5 0

② 契約出荷品の手配洩れ発生 0 4 5 5 0

③ 契約出荷品の仕様不備発生 0 1 5 5 0

④ 契約出荷品の紛失・盗難・破損 0 4 5 5 0

⑤ 現地スーパーバイザの不足 0 3 5 5 0

⑥ 現地スーパーバイザのコミュニケーション不足 0 3 5 5 0

⑦ 既設設備の現地改造分判明 0 3 5 5 0

⑧ システムの現地調整項目が多い 2 2 3 4 48

⑨ 客先が準備する機器、工事材料の到着遅れ 0 2 5 5 0

⑩ 客先手配範囲の機器、工事材料の手配洩れ 0 4 5 5 0

⑪ 客先手配範囲の機器の仕様不備、品質不良 0 1 5 5 0

⑫ 客先側の現地作業員、調整員不足 0 3 5 5 0

⑬ 客先側の現地作業員、調整員のスキル不足 0 3 5 5 0

⑭ 客先上層部からの工程短縮要求 0 1 5 5 0

⑮ 客先からの仕様変更が多発 0 3 5 5 0

⑯ 機械据付工事・調整の遅れ 0 4 5 5 0

⑰ 機械メーカからの仕様変更が多発 0 3 5 5 0

⑱ 現地の法令改正 3 3 5 4 180

⑲ 現地工事業者のストライキ発生 0 5 5 5 0

⑳ 納入機器の重大トラブル発生 3 5 5 3 225

現地立上げ工程フェーズ



105 

表 27 現地工事開始前の現地リスク管理表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リスク評価点

電気
工事

電気
調整

試験
運転

操業
運転

性能
試験

① 契約出荷品の現地到着遅延 24 0 0 0 0

② 契約出荷品の手配洩れ発生 32 0 0 0 0

③ 契約出荷品の仕様不備発生 6 6 0 0 0

④ 契約出荷品の紛失・盗難・破損 32 0 0 0 0

⑤ 現地スーパーバイザの不足 54 54 0 0 0

⑥ 現地スーパーバイザのコミュニケーション不足 18 18 0 0 0

⑦ 既設設備の現地改造分判明 72 72 0 0 0

⑧ システムの現地調整項目が多い 0 48 48 48 48

⑨ 客先が準備する機器、工事材料の到着遅れ 120 0 0 0 0

⑩ 客先手配範囲の機器、工事材料の手配洩れ 240 0 0 0 0

⑪ 客先手配範囲の機器の仕様不備、品質不良 60 60 0 0 0

⑫ 客先側の現地作業員、調整員不足 180 180 0 0 0

⑬ 客先側の現地作業員、調整員のスキル不足 180 180 180 0 0

⑭ 客先上層部からの工程短縮要求 60 60 60 0 0

⑮ 客先からの仕様変更が多発 135 135 135 135 0

⑯ 機械据付工事・調整の遅れ 180 180 0 0 0

⑰ 機械メーカからの仕様変更が多発 135 135 135 0 0

⑱ 現地の法令改正 180 180 180 180 180

⑲ 現地工事業者のストライキ発生 375 0 0 0 0

⑳ 納入機器の重大トラブル発生 225 225 225 225 225

2308 1533 963 588 453

No. リスク事象

リスク総合評価点
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図 38 各リスク事象のリスク評価点分布図(現地工事開始前) 

0 50 100 150 200 250 300 350 400

契約出荷品の現地到着遅延

契約出荷品の手配洩れ発生

契約出荷品の仕様不備発生

契約出荷品の紛失・盗難・破損

現地スーパーバイザの不足

現地スーパーバイザのコミュニケーション不足

既設設備の現地改造分判明

システムの現地調整項目が多い

客先が準備する機器、工事材料の到着遅れ

客先手配範囲の機器、工事材料の手配洩れ

客先手配範囲の機器の仕様不備、品質不良

客先側の現地作業員、調整員不足

客先側の現地作業員、調整員のスキル不足

客先上層部からの工程短縮要求

客先からの仕様変更が多発

機械据付工事・調整の遅れ

機械メーカからの仕様変更が多発

現地の法令改正

現地工事業者のストライキ発生

納入機器の重大トラブル発生

リスク評価点リスク事象

性能試験 操業運転 試験運転 電気調整 電気工事
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図 39 は現地工事開始前にリスク評価した各フェーズのリスク総合評価点の推移を

示したものであり、図中の点線はリスク総合評価点の最大値（12500）の 20%から

4%ずつの下げ幅で設定されたリスク許容ボーダーラインを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 39 リスク総合評価点の推移(現地工事開始前) 
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次に、プロジェクトマネジャが各フェーズの開始後にリスク対策の実行実績を見て、

検知・回避の可能性と軽減の可能性について再評価を行い、表 28～32 に示すような

リスク評価スコアシートを作成した。 

また、各フェーズの開始後に前工程における作業完了遅れが発生していないこと、

もしくは遅れが発生していても現工程の作業開始に影響するような遅れではないこ

とを確認し、リスク連鎖によるリスク事象の発生の可能性はないと判断した。 

そして、1）～ 20）のリスク事象に対するリスク評価点をフェーズ毎にまとめ、

表 33 に示すような現地リスク管理表を作成した。図 40 は、リスク事象毎にリスク

評価点を各フェーズに分けてバーグラフで表したものである。 
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表 28 各フェーズ開始後のリスク評価スコアシート（電気工事） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気工事（14日） 電気調整（39日）

No. リスク事象

発
生
の
可
能
性

結
果
の
重
大
性

検
知
･
防
御
の
可
能
性

軽
減
の
可
能
性

リ
ス
ク
評
価
点

① 契約出荷品の現地到着遅延 2 2 4 3 48

② 契約出荷品の手配洩れ発生 2 4 4 3 96

③ 契約出荷品の仕様不備発生 1 1 2 3 6

④ 契約出荷品の紛失・盗難・破損 4 4 4 3 192

⑤ 現地スーパーバイザの不足 2 3 4 4 96

⑥ 現地スーパーバイザのコミュニケーション不足 1 3 5 3 45

⑦ 既設設備の現地改造分判明 2 3 4 4 96

⑧ システムの現地調整項目が多い 0 2 5 5 0

⑨ 客先が準備する機器、工事材料の到着遅れ 3 2 5 4 120

⑩ 客先手配範囲の機器、工事材料の手配洩れ 3 4 5 4 240

⑪ 客先手配範囲の機器の仕様不備、品質不良 3 1 5 4 60

⑫ 客先側の現地作業員、調整員不足 3 3 5 5 225

⑬ 客先側の現地作業員、調整員のスキル不足 3 3 5 5 225

⑭ 客先上層部からの工程短縮要求 3 1 5 4 60

⑮ 客先からの仕様変更が多発 3 3 5 3 135

⑯ 機械据付工事・調整の遅れ 3 4 5 3 180

⑰ 機械メーカからの仕様変更が多発 3 3 5 3 135

⑱ 現地の法令改正 3 3 5 5 225

⑲ 現地工事業者のストライキ発生 3 5 5 5 375

⑳ 納入機器の重大トラブル発生 3 5 5 4 300

現地立上げ工程フェーズ
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表 29 各フェーズ開始後のリスク評価スコアシート（電気調整） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気調整（39日） 試験運転（20日）

No. リスク事象

発
生
の
可
能
性

結
果
の
重
大
性

検
知
･
防
御
の
可
能
性

軽
減
の
可
能
性

リ
ス
ク
評
価
点

① 契約出荷品の現地到着遅延 0 2 5 5 0

② 契約出荷品の手配洩れ発生 0 4 5 5 0

③ 契約出荷品の仕様不備発生 1 1 2 3 6

④ 契約出荷品の紛失・盗難・破損 0 4 5 5 0

⑤ 現地スーパーバイザの不足 2 3 4 4 96

⑥ 現地スーパーバイザのコミュニケーション不足 1 3 5 3 45

⑦ 既設設備の現地改造分判明 2 3 4 4 96

⑧ システムの現地調整項目が多い 2 2 4 4 64

⑨ 客先が準備する機器、工事材料の到着遅れ 0 2 5 5 0

⑩ 客先手配範囲の機器、工事材料の手配洩れ 0 4 5 5 0

⑪ 客先手配範囲の機器の仕様不備、品質不良 3 1 5 4 60

⑫ 客先側の現地作業員、調整員不足 3 3 5 5 225

⑬ 客先側の現地作業員、調整員のスキル不足 3 3 5 5 225

⑭ 客先上層部からの工程短縮要求 3 1 5 4 60

⑮ 客先からの仕様変更が多発 3 3 5 3 135

⑯ 機械据付工事・調整の遅れ 3 4 5 3 180

⑰ 機械メーカからの仕様変更が多発 3 3 5 3 135

⑱ 現地の法令改正 3 3 5 5 225

⑲ 現地工事業者のストライキ発生 0 5 5 5 0

⑳ 納入機器の重大トラブル発生 3 5 5 4 300

現地立上げ工程フェーズ
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表 30 各フェーズ開始後のリスク評価スコアシート（試験運転） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験運転（20日） 操業運転（90日）

No. リスク事象

発
生
の
可
能
性

結
果
の
重
大
性

検
知
･
防
御
の
可
能
性

軽
減
の
可
能
性

リ
ス
ク
評
価
点

① 契約出荷品の現地到着遅延 0 2 5 5 0

② 契約出荷品の手配洩れ発生 0 4 5 5 0

③ 契約出荷品の仕様不備発生 0 1 5 5 0

④ 契約出荷品の紛失・盗難・破損 0 4 5 5 0

⑤ 現地スーパーバイザの不足 0 3 5 5 0

⑥ 現地スーパーバイザのコミュニケーション不足 0 3 5 5 0

⑦ 既設設備の現地改造分判明 0 3 5 5 0

⑧ システムの現地調整項目が多い 2 2 4 4 64

⑨ 客先が準備する機器、工事材料の到着遅れ 0 2 5 5 0

⑩ 客先手配範囲の機器、工事材料の手配洩れ 0 4 5 5 0

⑪ 客先手配範囲の機器の仕様不備、品質不良 0 1 5 5 0

⑫ 客先側の現地作業員、調整員不足 0 3 5 5 0

⑬ 客先側の現地作業員、調整員のスキル不足 3 3 5 5 225

⑭ 客先上層部からの工程短縮要求 3 1 5 4 60

⑮ 客先からの仕様変更が多発 3 3 5 3 135

⑯ 機械据付工事・調整の遅れ 0 4 5 5 0

⑰ 機械メーカからの仕様変更が多発 3 3 5 3 135

⑱ 現地の法令改正 3 3 5 5 225

⑲ 現地工事業者のストライキ発生 0 5 5 5 0

⑳ 納入機器の重大トラブル発生 3 5 5 4 300

現地立上げ工程フェーズ



112 

表 31 各フェーズ開始後のリスク評価スコアシート（操業運転） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

操業運転（90日） 性能試験（30日）

No. リスク事象

発
生
の
可
能
性

結
果
の
重
大
性

検
知
･
防
御
の
可
能
性

軽
減
の
可
能
性

リ
ス
ク
評
価
点

① 契約出荷品の現地到着遅延 0 2 5 5 0

② 契約出荷品の手配洩れ発生 0 4 5 5 0

③ 契約出荷品の仕様不備発生 0 1 5 5 0

④ 契約出荷品の紛失・盗難・破損 0 4 5 5 0

⑤ 現地スーパーバイザの不足 0 3 5 5 0

⑥ 現地スーパーバイザのコミュニケーション不足 0 3 5 5 0

⑦ 既設設備の現地改造分判明 0 3 5 5 0

⑧ システムの現地調整項目が多い 2 2 4 4 64

⑨ 客先が準備する機器、工事材料の到着遅れ 0 2 5 5 0

⑩ 客先手配範囲の機器、工事材料の手配洩れ 0 4 5 5 0

⑪ 客先手配範囲の機器の仕様不備、品質不良 0 1 5 5 0

⑫ 客先側の現地作業員、調整員不足 0 3 5 5 0

⑬ 客先側の現地作業員、調整員のスキル不足 0 3 5 5 0

⑭ 客先上層部からの工程短縮要求 0 1 5 5 0

⑮ 客先からの仕様変更が多発 3 3 5 4 180

⑯ 機械据付工事・調整の遅れ 0 4 5 5 0

⑰ 機械メーカからの仕様変更が多発 0 3 5 5 0

⑱ 現地の法令改正 3 3 5 5 225

⑲ 現地工事業者のストライキ発生 0 5 5 5 0

⑳ 納入機器の重大トラブル発生 3 5 5 4 300

現地立上げ工程フェーズ
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表 32 各フェーズ開始後のリスク評価スコアシート（性能試験） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性能試験（30日）

No. リスク事象

発
生
の
可
能
性

結
果
の
重
大
性

検
知
･
防
御
の
可
能
性

軽
減
の
可
能
性

リ
ス
ク
評
価
点

① 契約出荷品の現地到着遅延 0 2 5 5 0

② 契約出荷品の手配洩れ発生 0 4 5 5 0

③ 契約出荷品の仕様不備発生 0 1 5 5 0

④ 契約出荷品の紛失・盗難・破損 0 4 5 5 0

⑤ 現地スーパーバイザの不足 0 3 5 5 0

⑥ 現地スーパーバイザのコミュニケーション不足 0 3 5 5 0

⑦ 既設設備の現地改造分判明 0 3 5 5 0

⑧ システムの現地調整項目が多い 2 2 4 4 64

⑨ 客先が準備する機器、工事材料の到着遅れ 0 2 5 5 0

⑩ 客先手配範囲の機器、工事材料の手配洩れ 0 4 5 5 0

⑪ 客先手配範囲の機器の仕様不備、品質不良 0 1 5 5 0

⑫ 客先側の現地作業員、調整員不足 0 3 5 5 0

⑬ 客先側の現地作業員、調整員のスキル不足 0 3 5 5 0

⑭ 客先上層部からの工程短縮要求 0 1 5 5 0

⑮ 客先からの仕様変更が多発 0 3 5 5 0

⑯ 機械据付工事・調整の遅れ 0 4 5 5 0

⑰ 機械メーカからの仕様変更が多発 0 3 5 5 0

⑱ 現地の法令改正 3 3 5 5 225

⑲ 現地工事業者のストライキ発生 0 5 5 5 0

⑳ 納入機器の重大トラブル発生 3 5 5 4 300

現地立上げ工程フェーズ
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 表 33 各フェーズ開始後の現地リスク管理表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リスク評価点

電気
工事

電気
調整

試験
運転

操業
運転

性能
試験

① 契約出荷品の現地到着遅延 48 0 0 0 0

② 契約出荷品の手配洩れ発生 96 0 0 0 0

③ 契約出荷品の仕様不備発生 6 6 0 0 0

④ 契約出荷品の紛失・盗難・破損 192 0 0 0 0

⑤ 現地スーパーバイザの不足 96 96 0 0 0

⑥ 現地スーパーバイザのコミュニケーション不足 45 45 0 0 0

⑦ 既設設備の現地改造分判明 96 96 0 0 0

⑧ システムの現地調整項目が多い 0 64 64 64 64

⑨ 客先が準備する機器、工事材料の到着遅れ 120 0 0 0 0

⑩ 客先手配範囲の機器、工事材料の手配洩れ 240 0 0 0 0

⑪ 客先手配範囲の機器の仕様不備、品質不良 60 60 0 0 0

⑫ 客先側の現地作業員、調整員不足 225 225 0 0 0

⑬ 客先側の現地作業員、調整員のスキル不足 225 225 225 0 0

⑭ 客先上層部からの工程短縮要求 60 60 60 0 0

⑮ 客先からの仕様変更が多発 135 135 135 180 0

⑯ 機械据付工事・調整の遅れ 180 180 0 0 0

⑰ 機械メーカからの仕様変更が多発 135 135 135 0 0

⑱ 現地の法令改正 225 225 225 225 225

⑲ 現地工事業者のストライキ発生 375 0 0 0 0

⑳ 納入機器の重大トラブル発生 300 300 300 300 300

2859 1852 1144 769 589

リスク事象No.

リスク総合評価点
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図 40 各リスク事象のリスク評価点分布図(各フェーズ開始後) 

0 100 200 300 400

契約出荷品の現地到着遅延

契約出荷品の手配洩れ発生

契約出荷品の仕様不備発生

契約出荷品の紛失・盗難・破損

現地スーパーバイザの不足

現地スーパーバイザのコミュニケーション不足

既設設備の現地改造分判明

システムの現地調整項目が多い

客先が準備する機器、工事材料の到着遅れ

客先手配範囲の機器、工事材料の手配洩れ

客先手配範囲の機器の仕様不備、品質不良

客先側の現地作業員、調整員不足

客先側の現地作業員、調整員のスキル不足

客先上層部からの工程短縮要求

客先からの仕様変更が多発

機械据付工事・調整の遅れ

機械メーカからの仕様変更が多発

現地の法令改正

現地工事業者のストライキ発生

納入機器の重大トラブル発生

リスク評価点リスク事象

性能試験 操業運転 試験運転 電気調整 電気工事
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図 41 は各フェーズの開始後にリスク再評価した各フェーズのリスク総合評価点の

推移を示したものであり、図中の点線はリスク総合評価点の最大値（12500）の 20%

から 4%ずつの下げ幅で設定されたリスク許容ボーダーラインを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 41 リスク総合評価点の推移(各フェーズ開始後) 

 

最後に、現地工事開始前のリスク評価結果と各フェーズ開始後のリスク再評価結果

の推移を比較してみると図 42 のようになる。 
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図 42 現地工事開始前計画と各フェーズ開始後実績のリスク総合評価点の推移 

 

既設プラント更新の国際プロジェクトにおける現地のリスク事象に対して、表 16

～表 20 に示すようなリスク因子と経路、結果の重大性、リスク因子と経路に対する

対処方法、結果の重大性の軽減策を具体的に示すことで、内的リスクや外的リスクに

対する定量的分析が可能となり、現地リスクを数値評価することで評価結果の可視化

を実現した。これによりサイトマネジャの勘や経験に頼っていたリスクマネジメント

がリスク分析・評価の面で論理的に処理され、経験の浅いプロジェクトマネジャでも

現地でのリスク評価が実行可能となった。また、具体的な現地リスクの対処方法や軽

減策の抽出とその実行可能性を数値評価することで具体的な現地リスクの対策案が

立案でき、対策実行の優先順位を決め、実行することができた。そして、現地調整を

遂行していく中で実際にリスク対策の実行可能性を評価し、その結果を認知できたこ

とはリスクマネジメントを行う上で効果があったと言える。結果的に今回対象とした

プロジェクトでは設備再稼働を数日前倒しで成し遂げることができ、現地でのリスク

低減効果があったものと判断する。今後、これは既設プラント更新の国際プロジェク

トでの現地リスクマネジメントの有用なモデルケースとして活用され、現地リスクの

定量的な判断基準を設定する上でも有効であると考える。 
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さらに、この現地リスクマネジメント手法を使えば、プロジェクトマネジャの経験

年数に関係なく、先のシミュレーションと同じようなリスク評価結果が得られること

を確認するために、プロジェクトマネジャ歴 2～3 年の若手プロジェクトマネジャに

この手法を使って現地工事開始前に現地リスク監視のシミュレーションを実行して

もらい、リスク評価結果をまとめた。対象となるプラントは比較的リスクの少ない新

設プラントとしているが、先の場合と同じく海外（インドネシア）でのプラントを扱

う国際プロジェクトにおいてリスク評価を実施した。（2012 年 9 月の現地工事着工か

ら 2014 年 4 月の品質・性能保証試験完了までの現地工事・調整期間で実施）。既設

プラント更新と比べて工事・調整期間が十分長く取れるので工程に余裕はあるが、現

地がインドネシアであることを考えると、現地環境としてはあまり良くない。従って、

現地でのプラント立上げ条件としては、先のシミュレーションとは多少の違いがある

ことは認識しておく必要がある。 

表 34 にこのシミュレーションでのリスクの評価結果（現地リスク管理表）を示す。 

また、各フェーズのリスク総合評価点の推移を図 43 に示す。図中の点線は、先の

シミュレーションと同じリスク許容ボーダーラインを示している。 
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図 43 リスク総合評価点の推移（他プラントでの事例） 
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表 34 現地リスク管理表（他プラントでの事例） 

リスク評価点

電気
工事

電気
調整

試験
運転

操業
運転

性能
試験

① 契約出荷品の現地到着遅延 120 0 0 0 0

② 契約出荷品の手配洩れ発生 32 0 0 0 0

③ 契約出荷品の仕様不備発生 8 8 0 0 0

④ 契約出荷品の紛失・盗難・破損 40 0 0 0 0

⑤ 現地スーパーバイザの不足 54 54 0 0 0

⑥ 現地スーパーバイザのコミュニケーション不足 54 54 0 0 0

⑦ 既設設備の現地改造分判明 0 0 0 0 0

⑧ システムの現地調整項目が多い 0 16 16 16 16

⑨ 客先が準備する機器、工事材料の到着遅れ 120 0 0 0 0

⑩ 客先手配範囲の機器、工事材料の手配洩れ 240 0 0 0 0

⑪ 客先手配範囲の機器の仕様不備、品質不良 60 60 0 0 0

⑫ 客先側の現地作業員、調整員不足 300 180 0 0 0

⑬ 客先側の現地作業員、調整員のスキル不足 300 180 120 0 0

⑭ 客先上層部からの工程短縮要求 60 60 60 0 0

⑮ 客先からの仕様変更が多発 135 135 135 135 0

⑯ 機械据付工事・調整の遅れ 180 180 0 0 0

⑰ 機械メーカからの仕様変更が多発 135 135 135 0 0

⑱ 現地の法令改正 180 180 180 180 180

⑲ 現地工事業者のストライキ発生 375 0 0 0 0

⑳ 納入機器の重大トラブル発生 225 225 225 225 150

リスク総合評価点 2618 1467 871 556 346

No. リスク事象

 

 

このシミュレーションでのリスク評価結果から多少の評価点のバラツキはあるが、

プロジェクトマネジャ歴 2～3 年の若手プロジェクトマネジャがリスク評価を行って

も評価結果としては、ベテランマネジャとほぼ同様の結果が得られることがわかった。 

さらに、今回、新設プラントでしかも地域の違う現地でのリスク評価を行ったが、

リスク評価点の推移としては、プラント規模や工程の余裕度、現地の地域性などには

関係なく、同じような傾向であることがわかる。つまり、プラント事業においてこの

手法はリスク事象に一般性を持たせているので、結果的にプラントの規模や現地工程

の余裕度、現地の地域性などに関係なく、ある程度汎用的に使えるものと判断する。 
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第 5 章 

結 論 

 
既設プラント更新の国際プロジェクトにおいてプロジェクトリスク管理を改善す

るため、その施策としてプロジェクトマネジャの持つスキルや知識、過去のトラブル

事例などからプロジェクトに存在するリスク事象と影響を明らかにし、リスク事象の

発生頻度、影響の発生頻度の決定方法を提示した。同時にリスク対策の具体策と実行

可能性を示し、リスク評価を行った。 

これにより、結果的にプロジェクト課題が明確となり、部門間協調や組織的活動を

円滑にすることができ、プロジェクトリスク管理を容易にした。 

今回のシミュレーション検討の結果、プロジェクトマネジャ歴 20 年以上のベテラ

ンが評価した結果とほぼ同等の結果が得られたことで本研究の改善案が実務的に有

効であることを示すことができた。 

そして、プロジェクトマネジャ歴約 10 年のマネジャクラスの人がこの改善案を実

践することで 20 年以上経験のあるベテランマネジャとほぼ同等のことができると期

待できる。即ち、ベテランマネジャの持つスキル（経験知）を共有化したことに他な

らない。 

従って、今後この手法を使うことでリスクマネジメントの実践的ツールとして共有

化が図れ、若手マネジャ教育のためのトレーニング機材としても活用できるものと考

える。また、プロジェクトマネジャが実行すべきリスクマネジメントに関するスキル

を共有化するためのフレームワークを確立できたものと考える。 
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次に、既設プラント更新の国際プロジェクトでは現地での立上げ手法の違いや時間

的制約、現地環境の違い、顧客との信頼関係構築などの観点から想定される様々な現

地リスクに対してリスクマネジメントを効率良く確実に実行するため、現地リスクの

特定と分類、定量的分析を行い、リスク対策としてリスク検知・回避の可能性と結果

の重大性に対する軽減の可能性を考慮した現地リスク評価モデルを構築し、リスクの

定量的評価を行った。これにより、結果的に見積から現地調整完了に至るまでの総合

的リスクマネジメント体系を構築でき、リスクの一元管理が容易に行えるようになり、

プロジェクトマネジャによる体系化されたリスクマネジメントが実行可能となった。 

このことは、サイトマネジャの勘や経験に頼っていたリスクマネジメントがリスク

分析・評価の面で論理的に処理され、経験の浅いプロジェクトマネジャでも現地での

リスク評価ができるようになり、ベテランマネジャのスキルが共有化されたことに他

ならない。そして、既設プラント更新の国際プロジェクトにて取り扱うプロジェクト

リスク、現地リスクなどの不確実性の高い事象を考えた場合、FMEA や FTA などの

決定論的方法や確率論的方法のような合理的な手法を適用し、リスク評価するのは現

実的には難しく、むしろ、いくつかの評価指標の重み付けによるリスクの可視化を行

う簡易な実践的手法を提案することで実適用が可能となり、その有効性を確認できた。 
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5.1 研究の成果 

本研究の成果として、第 1 章で述べたサブシディアリーリサーチクエスションに

対して明らかになったことを以下にまとめる。 

最初に、「①エンジニアリング過程でのリスクマネジメントにおいて必要なものと

は何か」に対するソリューションについて解説する。 

プロジェクトマネジャが過去に実行してきたリスクマネジメントの知識と経験を

もとにリスクの特定と分類を行い、管理の対象となるリスクをプロジェクトリスク定

義書としてまとめた。 

実際には、過去の事例でリスク管理の対象となったリスク事象と影響の実態調査を

もとに普遍的なリスク事象を抽出し、カテゴリー別に分類されたプロジェクトリスク

定義書となっている。特にプラント事業における代表的なリスクのカテゴリーとして

「契約仕様書」に関するリスクと「プロジェクト環境」に関するリスクに分類されて

いる。このプロジェクトリスク定義書からプロジェクトマネジャの知識と経験をもと

にリスク事象のドライバーと影響のドライバーを明らかにすることで定量的リスク

分析を行い、リスク事象の発生頻度と影響の発生頻度を決定した。さらに、リスク事

象のドライバーと影響のドライバーに対するリスク対策の具体策を挙げ、その実行可

能性を示すことで管理すべきリスク評価指標を定め、リスク評価を実施することが、

リスクマネジメントには必要である。 

次に、「②現地のプラント再立上げ時でのリスクマネジメントに必要なものとは何

か」に対するソリューションについて解説する。 

現地リスクを評価する場合、リスク因子と経路をいち早く発見し、どう対処するこ

とができるかその要素を評価に組み込むことが重要であり、リスク検知・回避の可能

性を評価することでリスクを検知し、問題発生に繋がらないようにコントロールする

ことができれば、リスクの発生を未然に防ぐことが可能となる。 

さらに、リスクの連鎖を考えた場合、結果の重大性によってはリスクの影響そのも

のが新たなリスク因子となる可能性があることから、結果の重大性を軽減することで

リスク因子の発生を抑えることができる。しかも、リスク因子や経路の特定が難しい

リスク事象ではリスク検知・回避の可能性は極めて低いため、結果の重大性を軽減す

ることがリスクの抑制に繋がる。 
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以上のことから、リスク発生の可能性と結果の重大性に加えてリスク検知・回避の

可能性と結果の重大性を軽減する可能性を組み合わせた現地リスク評価モデルを適

用し、既設プラント更新の国際プロジェクトにおけるプラント再立上げ時の評価指標

を定め、リスク評価を実施することが現地でのリスクマネジメントには必要である。 

最後に、「③プロジェクトマネジャの経験を有効活用できるリスクマネジメントと

は何か」に対するソリューションについて解説する。 

現地リスクの特定と分類において、プロジェクトマネジャの知識は有効である。

その理由は、プロジェクトマネジャの持つ顧客情報や機械メーカ情報などの知識、お

よび現地での環境やプラントの特異性などのプロジェクト情報から現地でのリスク

事象を特定でき、プロジェクトで未然に防ぐことが可能なリスクと困難なリスクとに

分類することが可能となるからである。 

内的リスクに関するリスク事象の場合、契約機器の到着遅延、機器やシステムの

仕様不備、契約者側のヒューマンリソースやシステム固有の問題など基本的にある程

度のプロジェクト情報やプラント知識があれば、比較的容易にリスク因子や経路が特

定でき、契約機器の紛失・盗難・破損、現場でのコミュニケーション不足など十分に

現場経験や海外プラントのプロジェクト経験があり、現地の環境を熟知した人であれ

ば、リスク因子や経路を予測することが可能である。 

そして、特定されたリスク因子と経路を使ってリスク事象発生の可能性を導き出

すことができ、リスクを未然に防ぐためのリスク因子と経路に対する具体的な対処方

法を抽出することでリスク検知・回避の可能性を導き出すことができる。このことか

ら現地でのリスク事象を分析、評価する上でプロジェクトマネジャの経験は有効に活

用されるものであると考えられ、現地リスクマネジメントを実行するのに十分役立つ

と考えられる。 

以上のことから、第 1 章で述べたメジャーリサーチクエスション「プロジェクト

を成功に導くためのリスクマネジメントとは何か」に対して、明らかになったことを

以下にまとめる。 

既設プラント更新の国際プロジェクトにおいてプロジェクトリスクを抑え、プロ

ジェクトを成功に導くためのリスクマネジメントを提案するために、リスク対策を組

み合わせたモデルや現地リスク評価モデルを適用し、新しいリスク評価指標を定め、

これまでのリスクマネジメント手法について改善提案を行った。 
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最初に、エンジニアリング過程でのプロジェクトリスク管理の改善提案として、

リスクの特定と分類、リスクの定量的分析、リスク対策の立案、リスク評価などの管

理手法においてプロジェクトマネジャの知識や経験を活用して、リスク分析手法の標

準化や具体的なリスク対策の抽出、リスク評価指標の決定などを行うリスクマネジメ

ント手法を提案した。 

具体的にはプロジェクトマネジャの持ついくつかの知識や経験からプロジェクト

に存在するリスク事象と影響を明らかにし、リスク分析手法を用いてリスク事象の発

生頻度、影響の発生頻度を決定する。そして、プロジェクトマネジャが過去の知識や

経験などをもとにリスク事象のドライバーに対する回避策や予防策、影響のドライバ

ーに対する不測事態対応策を挙げ、リスク対策の具体策が実行可能かどうかを判断し、

リスク対策の実行可能性を決定する。最終的にはリスク事象の発生頻度、影響の発生

頻度、リスク対策の実行可能性を使って改善損失を求め、プロジェクトリスクの評価

指標としてリスクの監視コントロールを実行する。 

次に、現地リスクのマネジメント手法の新規提案として、現地リスクの特定と分類、

定量的分析、現地リスクへの対応策、現地リスクの定量的評価などのマネジメント手

法においてプロジェクトマネジャの知識や過去の事例を参考に現地リスクの定量的

分析・評価を行い、リスク検知・回避の可能性や結果の重大性を軽減する可能性を現

地リスク評価に組み込んだマネジメント手法を提案した。 

最後に、プロジェクトリスク管理の改善と現地リスクのマネジメント手法の提案を

組み合わせることで見積から現地調整完了に至るまでの総合的リスクマネジメント

体系を構築し、設計から現場、現場から設計へと繋がるリスクマネジメントについて

のフレームワークを完成させ、現地リスクを含むプロジェクトリスクを総合的にマネ

ジメントする手法を提案することで、プロジェクトを成功に導くためのリスクマネジ

メントの基本を明らかにした。 

ここで、プロジェクトリスク管理と現地リスクマネジメント手法の共通点と相違点

を簡単に表 35 にまとめておく。 
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表 35 プロジェクトリスクと現地リスクのマネジメント手法の比較表 

 プロジェクトリスクマネジメント手法 現地リスクマネジメント手法 

相
違
点 

＜リスクの特定＞ 

見積から機器出荷までのプロジェクト

全体に関連し、影響範囲はコスト主体。 

＜リスク分析手法＞ 

リスク事象と影響がそれぞれ独立して

いて、各々のドライバーから発生頻度

が導かれる。 

＜リスク対策と評価＞ 

リスク事象と影響の各ドライバーから

導き出される具体的対策と期待効果に

よってリスク評価指標が決まる。 

＜リスク監視＞ 

各フェーズでリスク評価を行い、管理

目標との差異を監視する。 

＜リスクの特定＞ 

現地工事、現地調整に限定され、影

響範囲は定修工事工程のみ。 

＜リスク分析手法＞ 

リスク発生の可能性は、リスク因子

と経路の相互関係から導き出され

る。又すべてに対してリスク因子と

経路が明らかなわけではない。 

＜リスク対策と評価＞ 

リスク因子と経路から導き出される

リスク対策と検知・防御の可能性、

及び結果の重大性軽減策とその可能

性によってリスク評価指標が決ま

る。 

＜リスク監視＞ 

工事開始前に現地工程の各フェーズ

でのリスク評価を行い、工事開始後

にリスク連鎖を考えた上で、各フェ

ーズのリスク再評価を行う。 

共
通
点 

リスクマネジメントプロセスについては同じプロセスであり、どちらも

PMBOK Guide に示されているリスクマネジメントプロセスモデルを踏襲し

ている。また、リスクの分析方法として、どちらも重み付きによる簡易的な

方法を取り入れている。 
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5.2 理論的含意と実務的含意 
 

本研究の理論的含意はリスク事象のドライバーや影響のドライバーを明確にする

ことでリスク事象の発生や影響の発生を予測し、リスク事象の発生頻度、影響の発生

頻度、影響度から算出される期待損失を取り扱う標準リスクモデルに対して、リスク

事象のドライバーや影響のドライバーに作用するリスクの予防、回避、軽減などの必

要とされる具体的なリスク対応策を明確にし、リスク対策の実行可能性と損失低減量

から導き出される改善損失を取り扱うリスク対策を組み合わせたモデルを提案でき

たことである。また、このリスク対策を組み合わせたモデルの適用によりリスクの優

先順位付けと実行すべきリスク対策を選定することができ、リスク対策の実行可能性

を含めたリスク評価ができた点である。 

次に、プラント再立上げ時の現地リスクに関しては、リスク検知・回避の可能性、

および結果の重大性を軽減する可能性を組み込んだ現地リスク評価モデルを提案で

きたことである。 

つまり、リスクの連鎖を考慮すると、結果の重大性によってリスクの影響そのもの

が新たなリスク因子となることから、結果の重大性を軽減することで新たなリスク事

象の発生を未然に防ぐことができ、そのため、結果の重大性を軽減する可能性を考慮

することは重要であったと言える。実際、リスク因子や経路の特定が、難しいリスク

事象ではリスク検知・回避の可能性は極めて低いため、結果の重大性を軽減すること

は有効であった。 

従って、どちらの場合も積極的なリスクのコントロールを主体としたモデルを構築

している点で新規性があると言える。 

本研究の実務的含意はプロジェクトマネジャの知識、経験を活用した定量的リスク

分析・評価、対策の立案などプロジェクトリスクのマネジメント手法を標準化できた

ことであり、既設プラント更新の国際プロジェクトにおけるプロジェクトリスクを抑

制するためにリスク対策を組み合わせたモデルを適用し、リスクの監視コントロール

を目的としたプロジェクトリスク管理手法の改善を提案できたことである。 

そして、プロジェクトマネジャ歴 20 年以上のベテランが評価した結果とほぼ同等

の結果が得られたことで本研究の改善案が実務的に有効であることを示すことがで

き、20 年以上経験のあるベテランマネジャの経験知を共有化できたことである。 
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次に、既設プラント更新プロジェクトでのプラント再立上げ時の現地リスクに関し

て現地リスクを定量的に分析、評価するため、プロジェクトマネジャの知識を活用し

てリスク事象発生の可能性、リスク検知・回避の可能性、結果の重大性、結果の重大

性を軽減する可能性を決定する手法を論理的に展開できたことであり、現地リスク評

価モデルによるリスク評価手法を用いた現地リスクのマネジメント手法を提案でき

たことである。 

つまり、既設プラント更新の国際プロジェクトの現地リスクマネジメントにおいて

リスク因子と経路の特定が可能な内的リスクのみならず、リスク因子と経路の特定が

困難な外的リスクに対して効果的なリスク対策として結果の重大性の軽減策を取り

入れた現地リスクマネジメント手法の改善提案を行い、実プロジェクトにおける現地

リスク監視のシミュレーションにより有効性を検証できたことは、「定修工事期間内

での工程厳守」、「設備稼働前の試圧延テスト開始から実操業開始までの垂直立上げと

早期操業安定化」、「プロジェクト完了までの生産品質安定化」の更新プロジェクトで

の絶対条件に対する現地リスクの可視化と抑制に貢献するものである。 

そして、サイトマネジャの勘や経験に頼っていたリスクマネジメントが、この手法

により経験の浅いプロジェクトマネジャでも実施できるようになり、2～3 年程度の

プラントエンジニアリング業務の経験があれば実施できるレベルのものとなった。 

さらに、ベテランマネジャの経験知を共有できたと同時にプロジェクトマネジャに

よるリスクの一元管理が可能となった。 



128 

5.3 今後の研究課題 

 

今後の研究課題としては、本研究で提案したプロジェクトリスク、現地リスクに

関するリスクマネジメント改善案を複数プロジェクトに適用し、複数のプロジェクト

マネジャに実践してもらうことでその効果を検証する必要がある。 

さらに、プロジェクトマネジャの持つ知見や知識を如何にリスクマネジメントの

研究に繋げて、それを体系化していくかを考え、プロジェクトリスク、現地リスクの

リスクマネジメントに関する知識伝承を推進する。 
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